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１ 我孫子市の概要 
１）位置及び地勢 

我孫子市は、千葉県の北西部、都心から３０ｋｍ圏に位置し、北は茨城県取手市、東は印西市、南と西
は柏市に接しています。 

市域は南北に最大で約４ｋｍ、東西に約１４ｋｍと細⾧く、国土地理院による面積は４３．１５ｋ㎡で
す。 

地形は、南に手賀沼、北に利根川という水域にはさまれた標高２０ｍ程の馬の背状の台地となってい
ます。 

区 分 所 在 地 東 経 北 緯 
我孫子市役所 我孫子字並塚１８５８ 140°01′42” 35°51′51” 

※国土地理院が捉えた日本の国土の様子を発信する「地理院地図」より参照 
 

 

２）市域の変遷 

明治２２年の町村制の施行により、我孫子町、湖北村、布佐町となった２町１村が、昭和３０年、町村
合併促進法に基づき合併して我孫子町となり、昭和４５年には県下２２番目（全国５６５番目）の市と
して我孫子市が誕生しました。この頃から、東京のベッドタウン化による急激な宅地開発に伴って人口
が急増し、住宅都市として変貌を遂げてきました。 
 

施 行 日 沿     革 面 積 

昭 和 29 年 11 月 1 日 東葛飾郡富勢村の一部を合併する 5.1ｋ㎡ 

昭 和 30 年 3 月 31 日 柏市の一部を編入する 0.4ｋ㎡ 

昭 和 30 年 4 月 29 日 

東葛飾郡我孫子町 
〃  湖 北 村   我孫子町になる 
〃  布 佐 町 

24.3ｋ㎡ 
12.6ｋ㎡ 
7.3ｋ㎡ 

昭 和 3 1 年 4 月 1 日 
一部の地域が柏市に編入される 
柏市の一部を編入する 

▲0ｋ㎡ 
0.6ｋ㎡ 

昭 和 4 5 年 7 月 1 日 東葛飾郡我孫子町が我孫子市となる 44.07ｋ㎡ 

昭 和 61 年 12 月 23

日 

一部の地域が柏市に編入される 
柏市の一部を編入する 

▲0.027ｋ㎡ 
0.027ｋ㎡ 

平 成 元 年 11 月 10 日  国土地理院「昭和 63 年市区町村別面積調」による 43.17ｋ㎡ 

平 成 2 年 11 月 1 日 国土地理院「境界修正」による 43.19ｋ㎡ 

平 成 2 7 年 3 月 6 日 国土地理院「平成 26 市区町村別面積調」による 43.15ｋ㎡ 
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３）人口及び世帯 

① 人口及び世帯数の推移（国勢調査による） 

我孫子市の人口は、昭和４０年代までは緩やかに増加してきましたが、昭和４５年以降、湖北地区や天
王台地区等の宅地開発に伴って急増しました。 

平成２年以降、人口の増加傾向は落ち着きつつありますが、世帯数は増加しています。 

国勢調査年 世 帯 人 口 人口増減 
一世帯あ 
たり人員 

国勢調査 

昭和２５年 １９５０年 ４，４４０ ２３，３２２ － ５．２ 第 ７回 

昭和３０年 １９５５年 ４，８３３ ２４，９１８ １，５９６ ５．２ 第 ８回 

昭和３５年 １９６０年 ５，６０８ ２７，０６３ ２，１４５ ４．８ 第 ９回 

昭和４０年 １９６５年 ７，７０１ ３３，２１６ ６，１５３ ４．３ 第１０回 

昭和４５年 １９７０年 １３，２１０ ４９，２４０ １６，０２４ ３．７ 第１１回 

昭和５０年 １９７５年 ２１，２０４ ７６，２１８ ２６，９７８ ３．６ 第１２回 

昭和５５年 １９８０年 ２９，１５８ １０１，０６１ ２４，８４３ ３．５ 第１３回 

昭和６０年 １９８５年 ３３，２３１ １１１，６５９ １０，５９８ ３．４ 第１４回 

平成 ２年 １９９０年 ３８，２２２ １２０，６２８ ８，９６９ ３．２ 第１５回 

平成 ７年 １９９５年 ４２，５６２ １２４，２５７ ３，６２９ ２．９ 第１６回 

平成１２年 ２０００年 ４６，６３１ １２７，７３３ ３，４７６ ２．７ 第１７回 

平成１７年 ２００５年 ４９，５６５ １３１，２０５ ３，４７２ ２．６ 第１８回 

平成２２年 ２０１０年 ５３，１７０ １３４，０１７ ２，８１２ ２．５ 第１９回 

平成２７年 ２０１５年 ５４，０８９ １３１，６０６ ▲２，４１１ ２．４ 第２０回 

令和 ２年 ２０２０年 ５６，３１１ １３０，５１０ ▲１，０９６ ２．３ 第２１回 

令和 ７年 ２０２５年 ６３，３４７ １３１，２５４  ７４４ ２．１  

   ※ 令和７年は、住民基本台帳（４月１日現在）による。 
 
② 地区別人口の推移（４月１日現在の住民基本台帳による） 

  我孫子 天王台 湖 北 新 木 布 佐 合 計 

昭和５５年 １９８０年 ４１，８６７ １８，７５９ ２５，０７９ ４，５６７ ９，２２４ ９９，４９６ 

平成 ２年 １９９０年 ４５，７１４ ２６，６２７ ２７，４９０ ７，４３８ １２，９４６ １２０，２１５ 

平成 ７年 １９９５年 ４６，２５５ ２８，８１３ ２７，８６８ ７，６００ １３，９２１ １２４，４５７ 

平成１２年 ２０００年 ４７，６８１ ３１，３８３ ２７，２８１ ７，７５６ １３，４８６ １２７，５８７ 

平成１７年 ２００５年 ５０，４３２ ３３，０２２ ２６，０８５ ８，６６４ １３，５７７ １３１，７８０ 

平成１９年 ２００７年 ５１，３７３ ３３，０７８ ２５，７６９ ９，７０１ １２，４６１ １３２，３８２ 

平成２２年 ２０１０年 ５４，６２４ ３３，２８５ ２５，１３９ ９，９５８ １１，９１９ １３４，９２５ 

平成２７年 ( ２０１５年 ５４，１９０ ３３，８１７ ２４，１０８ １０，０５６ １０，８７３ １３３，０４４ 

平成２９年 ( ２０１７年 ５３，９００ ３４，１２７ ２３，６３２ ９，９８４ １０，７５８ １３２，４０１ 

平成３０年 ( ２０１８年 ５３，８７４ ３４，１７３ ２３，５４６ ９，９５１ １０，６８７ １３２，２３１ 

平成３１年 ( ２０１９年 ５４，０４０ ３４，２６５ ２３，３６６ ９，９５５ １０，５４１ １３２，１６７ 

令和 ２年 ( ２０２０年 ５４，２４４ ３４，２１８ ２３，２５６ ９，９５０ １０，３３４ １３２，００２ 

令和  ３年 ２０２１年 ５４，１２９ ３４，２４９ ２３，１６５ ９，８６８ １０，１４８ １３１，５５９ 

令和 ４年 ２０２２年 ５３，８８７ ３４，２９８ ２３，０１６ ９，９０４ １０，０４２ １３１，１４７ 

令和 ５年 ２０２３年 ５３，５４１ ３４，５２１ ２３，０３０ ９，８９４ ９，９７３ １３０，９５９ 

令和 ６年 ２０２４年 ５３，７０７ ３４，６４６ ２３，０３２ ９，９４０ ９，９３７ １３１，２６２ 

令和 ７年 ２０２５年 ５３，７００ ３４，８００ ２３，１００ ９，９００ ９，８００ １３１，３００ 
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※ 平成18年10月７日、区画整理による大字変更に伴い、布佐の一部が新木地区に編入された。 
※ 住民基本台帳法の改正により、平成25年以降は外国人を含む。 
※ 令和7年度からは100人単位で集計。 
 

③ 地区別人口の増加指数（昭和５５年１月１日現在の住民基本台帳人口を１００とした場合） 

    我孫子 天王台 湖 北 新 木 布 佐 合 計 

昭和５５年 １９８０年 １００．０  １００．０  １００．０ １００．０  １００．０  １００．０  

平成 ２年 １９９０年 １０９．２  １４１．９  １０９．６  １６２．９  １４０．４  １２０．８  

平成 ７年 １９９５年 １１０．５  １５３．６  １１１．１  １６６．４  １５０．９  １２５．１  

平成１２年 ２０００年 １１３．９ １６７．３ １０８．８ １６９．８ １４６．２ １２８．２ 

平成１７年 ２００５年 １２０．５  １７６．０  １０４．０  １８９．７  １４７．２  １３２．４  

平成１９年 ２００７年 １２２．７ １７６．３ １０２．７ 
（２１２．４） 
※１００．０ 

（１３５．０） 
※１００．０ 

１３３．０ 

平成２２年 ２０１０年 １３０．５ １７７．４ １００．２ １０２．６ ９５．７ １３５．６ 

平成２７年 ２０１５年 １２９．４ １８０．３ ９６．１ １０３．７ ８７．３ １３３．７ 

平成２９年 ２０１７年 １２８．７ １８１．９ ９４．２ １０２．９ ８６．３ １３３．１ 

平成３０年 ２０１８年 １２８．７ １８２．２ ９３．９ １０２．６ ８５．８ １３２．９ 

平成３１年 ２０１９年 １２9．１ １８２．７ ９３．２ １０１．６ ８４．７ １３２．９ 

令和 ２年 ２０２０年 １２９．６ １８２．４ ９２．７ １０２．６ ８３．０ １３２．７ 

令和 ３年 ２０２１年 １２９．３ １８２．６ ９２．３ １０１．７ ８１．４ １３２．２ 

令和 ４年 ２０２２年 １２８．７ １８２．８ ９１．７ １０２．０ ８０．５ １３１．８ 

令和 ５年 ２０２３年 １２７．９ １８４．０ ９１．８ １０２．０ ８０．０ １３１．６ 

令和 ６年 ２０２４年 １２８．３ １８４．７ ９１．８ １０２．５ ７９．７ １３１．９ 

令和 ７年 ２０２５年 １２８．３ １８５．５ ９２．１ １０２．１ ７８．６ １３２．０ 

※ 平成18年10月７日、区画整理による大字変更に伴い、布佐の一部を新木地区に編入したことから、新木地区
と布佐地区については平成１９年の指数を１００に改める。 

 

④ ＤＩＤ（人口集中地区）の推移 
ＤＩＤは、人口が集中している都市的な地域です。昭和 35 年から国勢調査で設定された地区で、市区

町村の区域内で、１Ｋ㎡あたりの人口密度が 4,000 人以上の基本単位区が、互いに隣接して人口 5,000 人
以上を有することが条件となっています。 

国勢調査年 
地 区 別 の 推 移 合   計 

地 区 名 面積（ｋ㎡） 人 口 面積（ｋ㎡） 人 口 
昭和４０年 １９６５年 Ⅰ．（我孫子） １．７ １０，６４１ １．７ １０，６４１ 

昭和４５年 １９７０年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（湖北） 

２．７ 
０．２ 

１６，２１８ 
６，９１４ 

２．９ ２３，１３２ 

昭和５０年 １９７５年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（湖北） 

４．８ 
１．８ 

２９，０１６ 
１６，２２１ 

６．６ ４５，２３７ 

昭和５５年 １９８０年 

Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（湖北） 
Ⅲ．（天王台） 
Ⅳ．（布佐） 

５．９ 
 ２．２ 

１．１ 
１．３ 

４２，５３１ 
１９，２３０ 

７，３０３ 
５，７５０ 

１０．５ ７４，８１４ 

昭和６０年 １９８５年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（湖北) 
Ⅲ．（布佐） 

８．２ 
２．５ 
１．６ 

５８，４０４ 
２０，７６１ 

８，３９５ 
１２．３ ８７，５６０ 

平成 ２年 １９９０年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（布佐） 

１１．５ 
２．０ 

８７，０２３ 
１１，６１８ 

１３．５ ９８，６４１ 
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平成 ７年 １９９５年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（布佐） 

１１．３ 
１．９ 

９０，４８９ 
１２，３２６ 

１３．２ １０２，８１５ 

平成１２年 ２０００年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（布佐） 

１１．８ 
１．９ 

９４，４７９ 
１１，４９６ 

１３．７ １０５，９７５ 

平成１７年 ２００５年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（布佐） 

１２．０ 
１．８ 

９８，０９２ 
１０，７４２ 

１３．８ １０８，８３４ 

平成２２年 ２０１０年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（布佐） 

１２．６ 
１．７ 

１０５，５７５ 
１０，０４２ 

１４．３ １１５，６１７ 

平成２７年 ２０１５年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（布佐） 

１２．３８ 
１．５６ 

１０４，３９０ 
９，０９８ 

１３．９４ １１３，４８８ 

令和 ２年 ２０２０年 
Ⅰ．（我孫子） 
Ⅱ．（布佐） 

１２．７６ 
１．５８ 

１０４，２３６ 
８，５９９ 

１４．３３ １１２，８３５ 

※ 昭和 60 年Ⅰ．（我孫子）は（天王台）を含む。平成 2 年以降のⅠ．（我孫子）は（天王台）及び（湖北）を含む。 
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２ 都市計画の概要 

１）都市計画とは 
都市は、多くの人々が暮らし、働き、学び、憩うところであるとともに、商業、工業などの様々な産業

や機能が集積している場所でもあります。そのため都市には、そこで生活し活動する人々にとって、安
全、快適で機能的であることが求められます。 

都市計画とは、このような都市を効率的に実現するために都市計画法に基づいて定められた、土地利
用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画です。 

 
都市計画の基本理念 

都市計画を定めるにあたって、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化的な都市生活と機能
的な都市活動を確保することと、そのために適正な制限のもとで土地の合理的利用を図ることの２つの
基本理念が掲げられています。 

 
都市計画制度の構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

      

2）都市計画関連法令体系 
都市計画法の位置づけ 

都市計画法は、都市を単位とした土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業等の都市計画の内容、都
市計画を定める手続き等を定める法令です。 

都市計画は、都市計画法のほか、国、地方ブロック、都道府県、都市レベル等において重層的に定められ
た各上位計画等を踏まえて定めることとされており、主な土地利用の具体的な制限、市街地開発事業等の
事業・管理内容などの詳細は、他の法令において定められています。 

 
都市計画法は、土地利用や市街地開発事業等に関する多くの法令と密接に関連しているとともに、その

中心的な法令の一つに位置づけられています。（次ページ「主な関連法令」参照） 

国土交通省ホームページより 
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主な関連法令 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・
密
集
市
街
地
に
お
け
る
防
災
街
区
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
法
律 

・
地
方
拠
点
都
市
地
域
の
整
備
及
び
産
業
業
務
施
設
の
再
配
置
の
促
進
に
関
す
る
法
律 

・
大
都
市
地
域
に
お
け
る
住
宅
及
び
住
宅
地
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法 

・
都
市
再
開
発
法 

・
東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法 

・
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律 

・
広
島
平
和
記
念
都
市
建
設
法
そ
の
他
の
特
別
都
市
建
設
法
等 

 

・
国
家
戦
略
特
別
区
域
法 

・
都
市
鉄
道
等
利
便
増
進
法 

 

・
屋
外
広
告
物
法  

・
市
民
農
園
整
備
促
進
法 

・
広
域
的
地
域
活
性
化
の
た
め
の
基
盤
整
備
に
関
す
る
法
律 

・
景
観
法 

等 

都
市
計
画
法 

○土地基本法           ○国土形成計画法 
                 ○多極分散型国土形成促進法 
○国土利用計画法         ○首都圏整備法、近畿圏整備法、中部圏開発整備法 

（国土利用計画）      ○地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律 
（土地利用基本計画）    ○山村振興法、離島振興法        ○その他 

 

都市地域 

農業地域 ○農業振興地域の整備に関する法律 

森林地域 ○森林法 

自然公園地域 ○自然公園法 

自然保全地域 ○自然環境保全法 

・
大
都
市
地
域
に
お
け
る
住
宅
及
び
住
宅
地
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法 

・
都
市
再
開
発
法 

・
地
方
拠
点
都
市
地
域
の
整
備
及
び
産
業
業
務
施
設
の
再
配
置
の
促
進
に
関
す
る
法
律 

・
都
市
再
生
特
別
措
置
法 

・
古
都
に
お
け
る
歴
史
的
風
土
の
保
存
に
関
す
る
特
別
措
置
法 

・
景
観
法 

・
駐
車
場
法 

・
都
市
緑
地
法 

・
流
通
業
務
市
街
地
の
整
備
に
関
す
る
法
律 

 
・
生
産
緑
地
法 

・
密
集
市
街
地
に
お
け
る
防
災
街
区
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
法
律 

・
文
化
財
保
護
法  

・
特
定
空
港
周
辺
航
空
機
騒
音
対
策
特
別
措
置
法  

・
港
湾
法 

・
建
築
基
準
法 

等 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

・
土
地
区
画
整
理
法 

・
新
住
宅
市
街
地
開
発
法 

・
都
市
再
開
発
法 

 

・
新
都
市
基
盤
整
備
法 

・
大
都
市
地
域
に
お
け
る
住
宅
及
び
住
宅
地
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置
法 

・
首
都
圏
の
近
郊
整
備
地
帯
及
び
都
市
開
発
区
域
の
整
備
に
関
す
る
法
律 

・
近
畿
圏
の
近
郊
整
備
区
域
及
び
都
市
開
発
区
域
の
整
備
及
び
開
発
に
関
す
る
法
律 

・
集
落
地
域
整
備
法 

・
幹
線
道
路
の
沿
道
の
整
備
に
関
す
る
法
律 

・
密
集
市
街
地
に
お
け
る
防
災
街
区
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
法
律 

・
地
域
に
お
け
る
歴
史
的
風
致
の
維
持
及
び
向
上
に
関
す
る
法
律 

・
鉄
道
事
業
法 

・
軌
道
法 

 
 

 
 

・
駐
車
場
法 

 
 

・
道
路
法 

・
下
水
道
法 

 

・
河
川
法 

 
 

 
 

・
運
河
法 

・
都
市
公
園
法 

・
卸
売
市
場
法 

 
 

・
と
畜
場
法 

・
津
波
防
災
地
域
づ
く
り
に
関
す
る
法
律 

・
大
規
模
災
害
か
ら
の
復
興
に
関
す
る
法
律 

・
官
公
庁
施
設
の
建
設
等
に
関
す
る
法
律 

・
流
通
業
務
市
街
地
の
整
備
に
関
す
る
法
律 

等 

都
市
再
開
発
方
針
等 

地
域
地
区 

促
進
区
域 

都
市
施
設 

市
街
地
開
発
事
業 

地
区
計
画
等 

そ
の
他 

・
被
災
市
街
地
復
興
特
別
措
置
法 

被
災
市
街
地
復
興
推
進
地
域 
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３）都市計画法の主な体系（§は、都市計画法の条項） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

*都市計画区域  §５条 
名称:我孫子都市計画区域 

*都市計画区域の整備、開発及び
保全の方針（都道府県） 
§６条の２ 

 
*市町村の都市計画に関する基本

的な方針 §１８条の２ 

市街地開発事業 §12 条 

*土地区画整理事業 
新住宅市街地開発事業 
工業団地造成事業 
市街地再開発事業 
新都市基盤整備事業 
住宅街区整備事業 
防災街区整備事業 

市街地再開発促進区域 
*土地区画整理促進区域 

住宅街区整備促進区域 
拠点業務市街地整備土地
区画整理促進区域 

遊休土地転換利用促進地区 
§10 条の 3 

被災市街地復興推進地域 
§10 条の 4 

市街地開発事業等予定区域 
§12 条の 2 

新住宅市街地開発事業の
予定区域 
工業団地造成事業の予定
区域 
新都市基盤整備事業の予
定区域 
20ha 以上の一団地の住
宅施設の予定区域 
一団地の官公庁施設の予
定区域 
流通業務団地の予定区域 

地区計画等  §12 条の 4 

*地区計画 
防災街区整備地区計画 
歴史的風致維持向上地区計画 
沿道地区計画 
集落地区計画 

都市再開発の方針 
住宅市街地の開発整備の方針 
拠点業務市街地の開発整備の方針 
防災街区整備方針 

都市再開発方針等 
§７条の２ 

*市街化区域 
*市街化調整区域 区域区分 §７条 

地域地区 §８条 
*用途地域 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

特別用途地区 
特定用途制限地域 
特例容積率適用地区 
高層住居誘導地区 

*高度地区 
高度利用地区 
特定街区 
都市再生特別地区 
居住調整地域 
居住環境向上用途誘導地区 
特定用途誘導地区 

*防火地域 
*準防火地域 

特定防災街区整備地区 
景観地区 
風致地区 
駐車場整備地区 
臨港地区 
歴史的風土特別保存地区 
第一種歴史的風土保存地区 
第二種歴史的風土保存地区 
緑地保全地域 

*特別緑地保全地区 
緑化地域 
流通業務地区 

*生産緑地地区 
伝統的建造物群保存地区 
航空機騒音障害防止地区 
航空機騒音障害防止特別地区 

交通施設 
*道路 *駐車場 都市高速鉄道 

自動車ターミナルその他 
公共空地 

*公園 *緑地 広場  墓園その他 
 
供給施設又は処理施設 

水道   電気供給施設 
ガス供給施設その他 

*下水道   *汚物処理場  
*ごみ焼却場  

水路 
河川 運河その他 

 
教育文化施設 

学校 図書館 研究施設その他 
 
医療施設又は社会福祉施設 

病院 保育所その他 
 
市場、と畜場又は火葬場 
一団地の住宅施設 
一団地の官公庁施設 
流通業務団地 
一団地の津波防災拠点市街地形成施設 
一団地の復興再生拠点市街地形成施設 
一団地の復興拠点市街地形成施設 
その他の政令で定める施設 

都市施設 §11 条 

促進区域 §10 条の 2 

*第一種低層住居専用地域 
*第二種低層住居専用地域 
*第一種中高層住居専用地域 
*第二種中高層住居専用地域 
*第一種住居地域 
*第二種住居地域 
*準住居地域 

田園住居地域 
*近隣商業地域 
*商業地域 
*準工業地域 

工業地域 
*工業専用地域 

・都市計画区域外の区域のうち県が定める区域 
・定めることができる都市計画は限定的 準都市計画区域 §5 条の２ 

 *印は我孫子市において定めているもの 
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４）都市計画の決定 
 
都市計画を定める者・・・都道府県、市町村 

区域区分（市街化区域及び市街化調整区域）に関する都市計画のほか、一つの市町村の区域を超える広域
的な視点から決定すべき地域地区等の都市計画については都道府県が、その他の都市計画については市町
村が定めることとなっています。 

 
上位計画等との関係 

都市計画は、上位計画である国土計画や地方計画と整合するよう、また、国が定める道路、河川、鉄道、
港湾、空港などに関する国の計画に適合するように定める必要があります。 

さらに、市町村が定める都市計画は、議会の議決を経て定められた市町村の基本構想等に即するよう、ま
た、都道府県が定めた都市計画に適合するように定めます。 

 
都市計画の決定手続き 

都市計画は、将来にわたり市民の暮らしと密接なかかわりがあり、市民の権利を制限する場合や義務を
発生させる場合もあるほか、市民による主体的なまちづくりを推進するため、都市計画を定めるにあたっ
ては、次のような手続きにより、市民の意見を反映させる仕組みになっています。 

   
■千葉県が定める都市計画      ■我孫子市が定める都市計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

都市計画審議会………都市計画に関する事項を調査審議するための審議会（都市計画法等） 
・社会資本整備審議会   ……… 国土交通大臣の諮問に応じて調査審議 
・都道府県都市計画審議会 ……… 都道府県知事の諮問に応じて調査審議 
・市町村都市計画審議会  ……… 市町村⾧の諮問に応じて調査審議 
 

※我孫子市の都市計画審議会は、学識経験者、市議会議員、関係行政機関の職員又は千葉県の職員、市民
により構成され、委員は 12 名以内、任期は２年です。 
 

環境アセスメント………必要に応じて環境影響評価法及び千葉県環境影響評価条例に基づき実施 
都市計画の案の作成と並行して、事業の実施が環境に及ぼす影響について事前調査、予測、評価及び事業

完了後調査を行うもので、各段階において結果を公表し、市民や関係市町村⾧などの意見を反映させるこ
ととなっています。  

原案の作成 県との下打ち合わせ 

事前協議 県の事前協議回答 
都市計画案の

概要縦覧 法 16 条① 

用途地域、高度地区、防火地域、生産緑地地区 
市道の都市計画道路 等（地区計画を除く） 

県 

案の作成 
修正報告・修正協議 修正協議回答 

案の法定縦覧
公告･縦覧 

法 17 条①2 週間 

市都市計画審議会 
県 法定協議・回答 

法 19 条① 

都市計画決定 
法 20 条 告示・図書の永久縦覧 

地権者等や住民に
よる意見書の提出 

法 17 条 
② 

事前準備・調整、住民等の合意形成・提案 

要旨提出 法 19 条② 

法 19 条③ 

公聴会による 
住民意見の反映 

原案の作成 県との下打ち合わせ 

事前協議 
原案の縦覧 法 16 条② 

地区計画 

県 
修正報告・修正協議 修正協議回答 

案の法定縦覧
公告･縦覧 

法 17 条①2 週間 

都市計画決定 
法 20 条 告示・図書の永久縦覧 

事前準備・調整、地権者等の合意形成・提案 

地権者等や住民に
よる意見書の提出 

法 17 条 
② 

要旨提出 法 19 条② 

地権者等による 
意見書の提出 案の作成 

県の事前協議回答 

市都市計画審議会 
県 法定協議・回答 

法 19 条① 
法 19 条③ 

原案の申出 

公聴会・説明会等に
よる住民意見の反映 案の作成 

区域区分（市街化区域・市街化調整区域）、国県道の都市
計画道路、一定規模以上の市街地開発事業 等 

案の法定縦覧
公告･縦覧 法 17 条①2 週間 

 
国 協議・同意 

法 18 条① 
法 18 条③ 

都市計画決定 
法 20 条 告示・図書の永久縦覧 

利害関係者等による
意見書の提出 法 17 条② 

市町村への 
意見照会・回答 

事前準備・調整、住民等の合意形成・提案 

要旨提出 法 18 条② 

市都市計画
審議会 

※都市計画の変更については、都市計画法第 21 条によります。 
ただし、名称変更その他政令で定める軽易な変更については、変更内容に応じて、都市計画
審議会への意見書要旨の提出、国の同意、県との協議等の手続きを要しない場合があります。

必須ではない手続き 
（法令による義務付けはなし） 
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３ 我孫子市の都市計画 
 
1）都市計画区域 

都市計画区域は、都市計画の基本理念を達成するために、一体の都市として総合的に整備、開発及び保全す
る必要がある区域として、都道府県が指定するものです。 

 
現在、我孫子市の全域が都市計画区域に指定されており、これに基づき様々な都市計画が定められています。 

 

 
2）基本方針（マスタープラン） 

① 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン･･･都道府県） 
 

都市計画区域における広域的、根幹的な都市計画の基本的な方向性を示すものとして県が定める方針です。 
都市計画区域マスタープランは、当該都市の地理的条件、発展の動向、人口・産業の現状等を踏まえて、

⾧期的視点からの「都市計画の目標」、「市街化区域と市街化調整区域との区分（区域区分）の決定の有無」、
その「区域区分の方針」、「土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定
方針」、「自然的環境の整備又は保全に関する都市計画の決定方針」を定めるものです。都市計画を定める
ときは、この都市計画区域マスタープランに即したものでなければなりません。 

「我孫子都市計画区域マスタープラン」（千葉県:平成 28 年 3 月 4 日 千葉県告示第１３２号） 
 

② 市町村の都市計画に関する基本的な方針（我孫子市都市計画マスタープラン） 
 

市の基本構想※及び（１）の都市計画区域マスタープランに即して、当該市町村の地域に密着した都市計
画に関する基本的な方向性を示すものとして、住民の意見を反映しながら定める方針です。 

我孫子市都市計画マスタープランは、平成 33 年度（令和 3 年度）までの計画期間が終了したため、令和
４年に新たに策定しました（計画期間 20 年:令和４年度～令和２３年度）。計画期間内であっても、社会
潮流や環境の変化等により、必要に応じて見直すこととしています。 

 
 
 

 

  

名   称 指定・変更日  告示番号 指定・変更内容 

我孫子都市計画区域 

昭和 31 年 7 月 14 日 建設省告示第 1084 号 当初指定 

昭和 61 年 12 月 23 日 千葉県告示第 1179 号 布施下の一部の編入と除外 

平成 3 年 3 月 26 日  千葉県告示第 300 号 北新田の一部の編入と弁天下の一
部の除外 

※基本構想 
我孫子市のまちづくりの最高指針であ
り、市がめざす将来のまちの姿を明らか
にし、その実現に向けた行財政運営の目
標と基本的方向を示すものです。 

千葉県 
我孫子都市計画区域の整備、開
発及び保全の方針（上記①） 

我孫子市 
我孫子市総合計画 

基本構想※ 

上位計画 

我孫子市都市計画マスタープラン 
市町村の都市計画に関する基本的な方針（上記②） 

即す 即す 

整合 
連携 各種都市計画はマスタープランに即して決定 

市の主な関連計画 
【部門別計画・方針】 

 
交通、産業、防災、衛生 
医療・福祉、環境、景観 
みどり、観光、住宅、こど
も、行政経営 など 

上位計画 
上位計画、市の各計画との関係 



１０ 
 

3）我孫子市で定めている都市計画 
土地利用・都市施設の整備・市街地開発事業等 

                  令和 7 年４月 1 日現在  

※下線*の施設・事業には、整備事業中又は未施行に該当する部分が含まれます。 

※土地区画整理事業８地区のうち、１地区に土地区画整理促進区域を定めています。 

 

都 市 計 画 面 積 等 当初決定 最終変更 

土
地
利
用
規
制 

区 域 区 分 市 街 化 区 域 
市 街 化 調 整 区 域 

1,615 ha 
- 

昭和 45 年 7 月 31 日 平成 19 年 2 月 23 日 

地 域 地 区 

用 途 地 域 1,615 ha 昭和 48 年 9 月 14 日 平成 30 年 9 月 18 日 

高 度 地 区 559 ha 昭和 48 年 9 月 14 日 平成 30 年 9 月 18 日 

防 火 地 域 15.1 ha 昭和 48 年 9 月 14 日 平成 12 年 3 月 28 日 

準 防 火 地 域 41.5 ha 昭和 48 年 9 月 14 日 平成 12 年 3 月 28 日 

生 産 緑 地 地 区 
26.30 ha 
114 地区 

平成 4 年 11 月 24 日 令和 6 年 3 月 8 日 

特 別 緑 地 保 全 地 区 
2.0 ha 
1 地区 

昭和 57 年 8 月 6 日 - 

地区計画等 地 区 計 画 
１２０ ha 

１０地区 
平成元年 3 月 14 日 令和６年３月５日 

都
市
計
画
施
設 

道 路 23 路線 59,670 m* 昭和 27 年 5 月 23 日 平成 27 年 6 月 23 日 

交 通 広 場 8 箇所 22,900 ㎡ 昭和 27 年 5 月 23 日 平成 15 年 2 月 28 日 

駐 車 場 １箇所・自転車 1,900 ㎡ 昭和 62 年 9 月 1 日 - 

公 園 65 箇所 34.7 ha 昭和 52 年１０月５日 平成 27 年 6 月 23 日 

緑 地 6 箇所 206.26 ha 昭和 52 年 10 月 14 日 平成 27 年 6 月 23 日 

公 共 下 水 道 -  1,651 ha* 昭和 42 年 8 月 23 日 平成 30 年 9 月 18 日 

汚 物 処 理 場 １箇所 1.1 ha 昭和 42 年 8 月 23 日 昭和 56 年 1 月 16 日 

ご み 焼 却 場 １箇所 2.9 ha 昭和 46 年 10 月１日 - 

市
街
地
開
発
事
業 

土 地 区 画 整 理 事 業 
377.6 ha 

8 地区  
昭和 37 年 2 月 2 日 平成 27 年 6 月 23 日 
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４ 土地利用規制 
土地利用に関する制度は、都市計画区域、区域

区分（市街化区域、市街化調整区域）をベースと
して、用途地域（市街化区域内）や高度地区等の
地域地区、更に地区ごとのきめの細かいルール
を設けることができる地区計画制度など、さま
ざまな制度が重層的に用意されています。 

こうしたさまざまな制度を、組み合わせて活用
することで、より地域の実情に合わせたルール
づくりを図ることとされています。 

 

１）区域区分（市街化区域、市街化調整区域） 

都市計画区域においては、無秩序な市街地の拡大と緑地や農地の減少を防止し、計画的な市街地の形
成を図るため、市街化区域と市街化調整区域との区分（区域区分）を定めることができます。（我孫子市
は、首都圏整備法に規定する近郊整備地帯に該当する区域であるため、区域区分を定めることが義務付
けられています。） 

市街化区域は、すでに市街地を形成している区域とおおむね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を
図るべき区域です。市街化区域では、用途地域を定め、住居、商業、工業などの用途を適正に配分すると
ともに、道路、公園、下水道など市街地整備の基盤となる都市施設の計画的な整備を進めます。 

市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域であり、原則として、用途地域の指定や市街化を促進する
ような都市施設の整備は行いません。 

我孫子市では、昭和 45 年 7 月 31 日に区域区分（いわゆる線引き）を定めました。現在の市街化区域
の面積は、約 1,615 ヘクタールで、市の行政区域のおよそ 3 分の 1 に相当します。 

 
区域区分の決定経緯 

 
決 定 ・ 変 更 日        
告 示 番 号        

市街化区域 
（ha） 

市街化区域への編入 
(ha) 

市街化調整区域へ 
(ha) 

当 初 
決 定 

S45. 7.31 
県告示第 487 号 1,398 - - 

第１回 
変 更 

S55. 3. 7 
県告示第 228 号 1,512 

・久寺家地区     14.4 
・つくし野地区    49.5 
・青山地区      35.0 
・新木地区       1.9 
・布佐平和台東地区  12.8 
・境界整理      1.9 

・境界整理    1.1 

第２回 
変 更 

S61.12.23 
県告示第 1181 号 1,598 

・日の出地区     36.9 
・布佐平和台西地区  43.9 
・根戸地区      3.7 
・境界整理４地区    1.87 

・境界整理２地区 0.25 

第３回 
変 更 

H 3. 3.26 
県告示第 321 号 1,600 

・宮ノ森公園地区    2.3 
・布佐字原地地区   0.2 
・境界整理１地区   0.0 
 （我孫子字並木地区） 

・境界整理１地区 0.8 
（柴崎字小木戸地区） 

第４回 
変 更 

H13. 3.30 
県告示第 446 号 1,600 ・境界整理１地区   0.02 

・境界整理３地区 0.46 

土地利用に関する制度のイメージ 

地区計画等 

その他の地域地区 

用途地域 

市街化調整区域 
市街化区域 
都市計画区域 
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第５回 
変 更 

H19. 2.23 
県告示第 150 号 1,615 

・布佐駅南側地区    13.1 
・つくし野５丁目地区  0.2 
・高野山地区      0.3 
・布佐和田前地区    1.3 

- 

第６回 
変 更 

H28.3.4 
県告示第 154 号 1,615 - - 

 ※第６回変更は、人口フレームのみの変更のため市街化区域、市街化調整区域の面積に変更なし 
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２）地域地区 

地域地区は、都市計画区域内の土地や建築物に関する必要な制限を定めることにより、地域または地
区を単位として一体的かつ合理的な土地利用の実現を図るものです。 

我孫子市では、都市計画法に基づき定めることができるさまざまな地域地区のうち、用途地域、高度地
区、防火地域、準防火地域、生産緑地地区、特別緑地保全地区を定めています。 

 
① 用途地域 

用途地域は、まちの安全性や利便性を高めるために、その地域の建築物用途（主な使い方）について、
住居系、商業系、工業系といった大きな枠組みを定めるもので、市街化区域内に指定しています。 

用途地域を定めるにあたっては、地形地勢、交通現況その他の土地の立地特性や目指すまちなみに応
じて適切に配置します。 

 
我孫子市では、昭和４８年９月１４日に市街化区域において７種類の用途地域を定めた後、平成４年

の都市計画法の改正（従来の８種類の用途地域が１２種類に細分化）を経て、平成８年４月１日に１２
種類の用途地域を定めました。 

さらに、平成３０年４月１日の改正法の施行に伴い新たな用途地域として「田園住居地域」が設けられ
１３種類となりましたが、我孫子市では、工業地域及び田園住居地域の指定はありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  第二種中高層住居専用地域 

 

第一種住居地域 第二種住居地域 

  

     

  

準住居地域 

  

近隣商業地域 

  

商業地域

  

      

  
  準工業地域

  

工業地域 

  

工業専用地域 

 

     

     

第一種低層住居専用地域

  

第二種低層住居専用地域

  

第一種中高層住居専用地域

  

     

  
 

  
   

低層住宅のための地域です。小規模

なお店や事務所をかねた住宅や、小

中学校などが建てられます。 

主に低層住宅のための地域です。 小

中学校などのほか、150ｍ2までの一

定のお店などが建てられます。 

中高層住宅のための地域です。病

院、大学、500ｍ2までの一定のお店

などが建てられます。 

主に中高層住宅のための地域です。病

院、大学などのほか、1,500ｍ2までの一

定のお店や事務所など必要な利便施設

が建てられます。 

住居の環境を守るための地域で

す。3,000ｍ2までの店舗、事務所、

ホテルなどは建てられます。 

主に住居の環境を守るための地域で

す。店舗、事務所、ホテル、カラオケ

ボックスなどは建てられます。 

道路の沿道において、自動車関連施設

などの立地と、これと調和した住居の

環境を保護するための地域です。 

まわりの住民が日用品の買物などをす

るための地域です。住宅や店舗のほか

に小規模の工場も建てられます。 

銀行、映画館、飲食店、百貨店など

が集まる地域です。住宅や小規模の

工場も建てられます。 

主に軽工業の工場やサービス施設等が立地する地

域です。危険性、環境悪化が大きい工場のほかは、

住宅も含め、ほとんど建てられます。 

どんな工場でも建てられる地域です。住宅やお店

は建てられますが、学校、病院、ホテルなどは建て

られません。我孫子市では指定はありません。 

工場のための地域です。どんな工場でも建て

られますが、住宅、お店、学校、病院、ホテ

ルなどは建てられません。 

田園住居地域 

農業と調和した低層住宅の環境を守

るための地域です。住宅に加え、農産

物直売所などが建てられます。我孫子

市では指定はありません。 

・用途地域の指定・・・・・・・・・・・都市計画法（用途地域の指定経緯、面積の割合） 
・用途地域による建築物の用途制限・・・建築基準法（用途地域ごとに建てられる具体的な建物用途（表）） 
建物を建てる際は、住環境等への影響を考慮し、建築基準法に基づく建物の用途や形態のルールを守らなければなりません。 

（補足）住居専用地域と住居地域 

住居専用地域（1 段目）:良好な住環境を保つ用途地域として、我孫子市で
は一番広く指定されています。用途地域を指定し計画的にまちにしていく
市街化区域面積（市全体の 3 分 1 強）のうちの約 6 割に相当します。 

住居地域（2 段目）:国県道や幅 12ｍ以上の市道等の大きな道路沿いに幅
25m・50m 等で指定されています。利便性等の観点から一定の店舗等が許
容されるとともに、大きな道路と住居専用地域の間にこの住居地域が配置
されることで、車の音等が低層住宅地等の住環境に及ぼす影響を緩やかに
する役割も担っています。 
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 建蔽率
けんぺいりつ

・容積率・絶対高さ 
用途地域など目指すまちなみにあわせて、都市計画において建蔽率

けんぺいりつ
、容積率、絶対高さを定めています。 

 
 建蔽率

けんぺいりつ
（指定*）:敷地面積に対する建築物の建築面積の割合 

 
 容積率（指定*）:敷地面積に対する建築物の延べ面積の割合 

 
 絶対高さ･･建築物の高さの最高限度 

 
※各算定方法は建築基準法による 

 
 
*指定･･･都市計画において定めたものを「指定」と表記し、建築基準法の規
定によるもの（前面道路幅員に応じた容積率の低減、建蔽率の角地緩和や防
火地域・準防火地域内の耐火建築物等の割増）と区別する場合があります。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※網かけ･･･我孫子市において都市計画で定めているもの 
※「-」･･･指定対象外（第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、田園住居地域において定める都市計画） 
※「*」･･用途地域に関する都市計画としては定めていないもの 

 
注 地区計画における制限（都市計画法） 
地区計画の区域内においては、上表の用途地域に関する都市計画として定められた規定や高度地区の高さ制限のほ

かに、別途、次のような建築物等に関する制限が設けられている場合があります。  
例･･建物用途、建蔽率・容積率の最高限度、敷地面積の最低限度、壁面の位置、建築物の高さ、外構の構造制限等 
 
 
〈参考〉 
●「市街化調整区域」における建蔽率・容積率について･･･都市計画では定めていません 

市街化調整区域は、市街化を抑える区域であるため、原則、建築物等を建築することができません。開発行為（都市計画法第 29
条）に適合するものとして許可等を受けて建築する場合は、開発行為に関する条例等における建築物等に関する制限と、建築基
準法に基づき特定行政庁が指定する「市街化調整区域（用途地域の指定のない区域）における建築物の形態規制」の中で定めら
れた建蔽率 60%、容積率 200%等の制限、これらの両方に適合する必要があります。 

 

●都市計画以外のルールの一例･･･敷地の面積、建物用途・規模、事業計画の事業形態等に応じて、制限・手続きがあります 
建築協定による建築物等に関する制限、容積率の前面道路幅員による低減、建蔽率の角地緩和・防火地域・準防火地域内の耐火
建築物・準耐火建築物等の割増、斜線制限・日影規制等の建築物の各部分の高さ制限、壁面線（以上、建築基準法）、開発行為
（都市計画法第 29 条）に該当する計画での 1 つの分譲宅地の面積の最低限度、外壁や屋根の色に関する景観条例に基づく手続
き 等 
 

 
用途地域 

（市街化区域内） 
建蔽率 

％ 
容積率 

％ 
絶対高さ

ｍ 
外壁の 

後退距離 
敷地面積 
最低限度 

第一種低層住居専用地域 30 40 50 60 50 60 80 100 150 200 10 12 ＊ ＊ 

第二種低層住居専用地域 30 40 50 60 50 60 80 100 150 200 10 12 ＊ ＊ 

第一種中高層住居専用地域 30 40 50 60 100 150 200 300 400 500 - - ＊ 

第二種中高層住居専用地域 30 40 50 60 100 150 200 300 400 500 - - ＊ 

第一種住居地域 50 60 80 100 150 200 300 400 500 - - ＊ 

第二種住居地域 50 60 80 100 150 200 300 400 500 - - ＊ 

準住居地域 50 60 80 100 150 200 300 400 500 - - ＊ 

田園住居地域 30 40 50 60 50 60 80 100 150 200 10 12 ＊ ＊ 

近隣商業地域 60 80 100 150 200 300 400 500 - - ＊ 

商業地域 80 
200 300 400 500 600 700 800 
900 1000 1100 1200 1300 

- - ＊ 

準工業地域 50 60 80 100 150 200 300 400 500 - - ＊ 

工業地域 50 60 100 150 200 300 400 - - ＊ 

工業専用地域 30 40 50 60 100 150 200 300 400 - - ＊ 
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〈参考〉建築基準法 
 

 

 

 

  建てられる用途

建てられない用途

◆住宅等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ 非住宅部分の用途制限有り

1 2 3 ○ ○ ○ 1 ○ ○ ○ ○ 4

2 3 ○ ○ ○ 5 ○ ○ ○ ○ 4

3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4

◆店舗等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4

○ ○ ○ ○ ○ ○ 4

○ ○ ○

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◆事務所等 ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲　3,000㎡以下

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲　3,000㎡以下

▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ▲ ▲　10,000㎡以下

▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ▲　10,000㎡以下

▲ ○ ○ ○ ▲　客席200㎡未満

○ ▲ ▲　個室付浴場等を除く

◆ホテル等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

◆遊戯施設・風俗施設等 ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ▲　600㎡以下

▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲　3,000㎡以下

▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲　300㎡以下　　2階以下

1 1 2 2 3 3 ○ 1 ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

◆公共施設、病院、学校等 ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲　3,000㎡以下

1 1 1 3 2 2 ○ ○ ○

2 2 ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

◆工場・倉庫等 1 1 2 3 3 ○ ○ ○

1 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○

注）　本表は建築基準法別表第二の概要であり、全ての制限について掲載したものではありません。(平成３０年４月作成）

基本的にはどの用途地

域でも立地可能ですが、

規模の大きいものは住

居系地域で制限されま

す。また利用者にとって

望ましい環境ではないた

め、工業系地域でも制限

されます。

住宅地や工業地等の環

境とは馴染まないため、

商業系及びその類似地

域のみに立地を制限しま

す。

居住者と利用者の調和

が図りにくいため、住居

系地域では立地が制限

される。また利用者に

とって、望ましい環境で

はないため、工業系地域

での立地が制限される。

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場

自動車教習所

病院

公衆浴場、診療所、保育所等

老人ホーム、福祉ホーム等

量が非常に少ない施設

量が少ない施設火薬、石油類、ガスなどの

危険物の貯蔵、処理の量 量がやや多い施設

量が多い施設

独立車庫　（付属倉庫を除く）

建築物付属自動車車庫

 （1．2．3．については、建築物の延べ面積の2分の1以下

   かつ備考欄に記載の制限）

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場

自転車店等で作業場の床面積が50㎡以下

住宅系地域は、住民

サービス等のための店

舗等の立地は必要だ

が、規模が大きくなると

住居環境を損なう恐れが

あるため、立地が制限さ

れる。

工

場

・

倉

庫

等

○

大学、高等専門学校、専修学校等

図書館等

巡査派出所、一定規模以下の郵便局等

キャバレー等、個室付浴場等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校

危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場

1．　1,500㎡以下　　2階以下

2．　3,000㎡以下

1．　　600㎡以下　　1階以下

2．　3,000㎡以下　　2階以下

3．　2階以下

○

住宅系地域は、事務所

等の規模が大きくなると

住居環境を損なう恐れが

あるため、立地が制限さ

れる。

原動機の制限あり、▲　2階以下○ ○

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場

●用途地域による建築物の用途制限の概要

用途地域内の建築物の用途制限

１．２．３．４．▲　　面積、階数等の制限有り

工業専用地域は、住居

に適さないため住宅等の

立地が制限される。

建築物の
用途制限にかかる
基本的な考え方

第

一

種

中

高

層

住

居

専

用

地

域

工

業

専

用

地

域

近

隣

商

業

地

域

商

業

地

域

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場　等

公

共

施

設

・

病

院

・

学

校

等

遊

戯

施

設

・

風

俗

施

設

カラオケボックス等

麻雀屋、ぱちんこ屋、射的場、馬券・車券発売所等

劇場、映画館、演劇場、観劇場

老人福祉センター、児童厚生施設等

神社、寺院、教会等

倉庫業倉庫

畜舎　（15㎡を超えるもの）

都市計画区域内においては都市計画決定が必要

店舗等の床面積が　150㎡以下のもの

店舗等の床面積が　150㎡を超え、500㎡以下のもの

店舗等の床面積が　1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

店舗等の床面積が　500㎡を超え、1,500㎡以下のもの

店舗等の床面積が　3,000㎡を越え、10,000㎡以下のもの

事務所等の床面積が　1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

事務所等の床面積が　3,000㎡を越えるもの

※一団地の敷地内について別に制限あり

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服屋、畳屋、建具屋、
▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○

事

　

務

　

所

　

等

第

二

種

中

高

層

住

居

専

用

地

域

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習場等

店舗等の床面積が　10,000㎡を超えるもの

事務所等の床面積が　150㎡以下のもの

事務所等の床面積が　150㎡を超え、500㎡以下のもの

事務所等の床面積が　500㎡を超え、1,500㎡以下のもの

ホテル，旅館

第

二

種

低

層

住

居

専

用

地

域

1.   日用品販売店舗、喫茶店、理髪店及び建具

屋等のサービス業用店舗のみ。2階以下。

2.   1に加えて、物品販売店舗、飲食店、損保代

理店・銀行の支店・宅地建物取引業等のサービ

ス業用店舗のみ。2階以下。

3.   2階以下。

4.   物品販売店舗、飲食店を除く。

5．農産物直売所、農家レストラン等のみ。

　　2階以下。

第

一

種

住

居

地

域

第

二

種

住

居

地

域

準

住

居

地

域

準

工

業

地

域

工

業

地

域

田

園

住

居

地

域

▲

原動機・作業内容の制限あり

作業場の床面積

1．50㎡以下　　2．150㎡以下　　3．300㎡以下

住宅系地域や商業系地

域の環境を損なう恐れが

あるため、これらの地域

では立地が制限されま

す。

自動車修理工場

▲　2階以下

備　　考

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿

兼用住宅で、非住宅部分の床面積が50㎡以下かつ

建築物の延べ面積の2分の1未満のもの

店

　

舗

　

等

第

一

種

低

層

住

居

専

用

地

域
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用途地域の決定経緯 

決定・変更日 
告 示 番 号       

第 一 種 住 居  
専 用 地 域  

第 二 種 住 居  
専 用 地 域  

住 居 地 域  
近 隣 
商 業 
地 域 

商 業 
地 域 

準 工 業 
地 域 

工 業 
地 域 

工 業 
専 用 
地 域 

合 計  
面 積 h a  
比 率 ％  

S48. 9.14※ 
県告示第 714 号 

843 121 357 37 10 4 26 - 1,398 

60.3 8.7 25.5 2.6 0.7 0.3 1.9 - 100 

S55. 3. 7 
県告示第 229 号 

886 104 445 37 10 4 26 - 1,512 

58.6 6.9 29.4 2.4 0.7 0.3 1.7 - 100 

S61.12.23 
県告示第 1183

号 

918 110 444 45 14 4 26 37 1,598 

57.4 6.9 27.8 2.8 0.9 0.3 1.6 2.3 100 

H 2. 3.27 
県告示第 265 号 

924 104 444 45 14 4 26 37 1,598 

57.8 6.5 27.8 2.8 0.9 0.3 1.6 2.3 100 

H 3. 3.26 
県告示第 290 号 

926 104 444 45 14 4 26 37 1,600 

57.9 6.5 27.7 2.8 0.9 0.3 1.6 2.3 100 

H 7. 2.28 
県告示第 170 号 

922 104 444 47 16 4 26 37 1,600 

57.6 6.5 27.8 2.9 1.0 0.3 1.6 2.3 100 

決定・変更日 
告示番号 

第一種 
低層 

住居専
用地域 

第二種 
低層 

住居専
用地域 

第一種 
中高層 
住居専 
用地域 

第二種 
中高層 
住居専 
用地域 

第一種 
住 居 
地 域 

第二種 
住 居 
地 域 

準住居 
 

地 域 

近 隣 
商 業 
地 域 

商 業 
 

地 域 

準工業 
 

地 域 

工 業 
 

地 域 

工 業 
専 用 
地 域 

合 計  
面 積 h a  
比 率 ％  

H 8. 4. 1※ 
県告示第 426 号 

922 2.7 84 17 367 30 47 47 16 4 26 37 1,600 

57.6 0.2 5.3 1.1 22.9 1.9 2.9 2.9 1.0 0.3 1.6 2.3 100 

H12. 3.28 
県告示第 279 号 

922 2.7 84 17 366 30 47 47 16 4 26 37 1,600 

57.6 0.2 5.3 1.1 22.9 1.9 2.9 2.9 1.0 0.3 1.6 2.3 100 

H13. 3.30 
県告示第 466 号 

922 2.7 84 17 366 30 47 47 16 4 26 37 1,600 

57.6 0.2 5.3 1.1 22.9 1.9 2.9 2.9 1.0 0.3 1.6 2.3 100 

H16. 3. 2 
県告示第 188 号 

922 2.7 84 17 366 30 47 47 16 4 26 37 1,600 

57.6 0.2 5.3 1.1 22.9 1.9 2.9 2.9 1.0 0.3 1.6 2.3 100 

H17. 3. 4 
県告示第 176 号 

922 2.7 84 17 366 30 47 47 16 4 26 37 1,600 

57.6 0.2 5.3 1.1 22.9 1.9 2.9 2.9 1.0 0.3 1.6 2.3 100 

H18. 3.10 
県告示第 139 号 

 

922 2.7 84 17 385 30 47 52 16 5,6 0 37 1600 

57.6 0.2 5.3 1.1 24 1.9 2.9 3,2 1.0 0,4 0 2.3 100 

H19. 2.23 
県告示第 161 号 

 

928 2.7 87 17 391 30 47 52 16 5.6 0 37 1615 

57.5 0,2 5,4 1,1 24,2 1,9 2,9 3.2 1,0 0,3 0 2,3 100 

H30.9.18 
市告示第 224 号 

927 2.7 87 17 392 30 47 52 16 5.6 0 37 1613.3 

57.4 0.2 5.4 1.1 24.3 1.9 2.9 3.2 1.0 0.3 0 2.3 100 

※････日付に※印は決定告示です。その他は、変更告示です。 
 平成 30 年 4 月から、13 種類目の用途地域として田園住居地域が創設されましたが、我孫子市では田園住居地域

を決定していないため、上表には記載しておりません。 
 上記の表は、決定図書の面積を記載していますが、各変更時に小数第 1 位を四捨五入した面積を記載しているた

め、各用途地域の面積合計＝市街化区域面積となっていません。現在の各用途地域の小数第 1 位まで示した詳細
の面積は下記のとおりです。 

 

第一種 

低層住 

居専用

地 域 

第二種 

低層住 

居専用 

地 域 

第一種 

中高層 

住居専 

用地域 

第二種 

中高層 

住居専 

用地域 

第一種 

住 居 

地 域 

第二種 

住 居 

地 域 

準住居 

 

地  域 

近 隣 

商 業 

地 域 

商 業 

 

地 域 

準工業 

 

地 域 

工 業 

 

地 域 

工 業 

専 用 

地 域 

合  計  

H30.9.18 

市告示第 224 号 

927.1 2.7 87.5 16.9 392.2 30.4 46.6 52.8 16.3 5.6 0 36.9 1615 ha 

57.4 0.2 5.4 1.0 24.3 1.9 2.9 3.3 1.0 0.3 0 2.3 100 % 
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② 高度地区 
高度地区は、市街地において、良好な環境を維持するために建築物の高さの最高限度、土地利用の増進

を図るために建築物の高さの最低限度を定める地区です。 
 
我孫子市では、良好な住環境の確保を図るため、第一種及び第二種低層住居専用地域を除く住居系用

途地域を対象に、建築物の高さの最高限度を定める高度地区を指定しています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 

高度地区の決定経緯 

決 定 ・ 変 更 日        告 示 番 号       
第一種高度地区 

（ｈａ） 
第二種高度地区 

（ｈａ） 
合  計 
（ｈａ） 

Ｓ４８． ９．１４ 市告示第 ３９号 ２６４  １９４  ４５８  

Ｓ５５． ３． ７ 市告示第 １５号 ２９６  ２３１  ５２７  

Ｓ６１．１２．２３ 市告示第１１３  号 ３０８  ２３３  ５４１  

Ｈ ２． ３．２７ 市告示第 ３７号 ３２２  ２１３  ５３５  

Ｈ ３． ３．２６ 市告示第 ３０号 ３２３  ２１２  ５３５  

Ｈ ７． ２．２８ 市告示第 ２０号 ３２２  ２１２  ５３４  

Ｈ ８． ４． １ 市告示第 ５８号 ３１９  ２１２  ５３１  

Ｈ１２． ３．２８ 市告示第 ４６号 ３１８  ２１２  ５３０  

Ｈ１３． ３．３０ 市告示第 ５７号 ３１８  ２１２  ５３０  

Ｈ１６． ３． ２ 市告示第 １９号 ３１８  ２１２  ５３０  

Ｈ１８． ３．１０ 市告示第 ２９号   ３１８  ２３１  ５４９  

Ｈ１９． ２．２３ 市告示第 ２４号 ３２７  ２３１  ５５８  

Ｈ３０． ９．１８ 市告示第２２５号 ３２８   ２３１  ５５９  

 

※緩和規定等の詳細は、市ホームページより「高度地区の規定書」をご覧ください。 
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③ 防火地域、準防火地域 
防火地域と準防火地域は、市街地における火災の被害を最小限に抑えるために定める地域です。 
防火地域及び準防火地域内の建築物や高さ 2 メートルを超える門や塀は、火災時の倒壊や周囲への延

焼を防ぐために、建築基準法に基づき一定の耐火・防火性能を確保することが定められています。 
 
我孫子市では、防火・準防火地域を、主に駅周辺の商業地域の全域及び近隣商業地域の一部に指定して

います。 

防火地域及び準防火地域の決定経緯 

 
 

④ 生産緑地地区 
市街化区域内の一定条件を満たす農地を指定（都市計画法） 

生産緑地地区は、市街化区域内にある一定規模（500 ㎡）以上の一団の農地のうち、その農地の緑地と
しての機能、災害時の延焼拡大の防止、避難活動等への利活用といった防災の機能等に着目して、生産緑
地地区として計画的に保全し、良好な都市環境の形成を図るために定める地域地区の一つです。 

 
30 年間の営農義務、建築等の行為・土地利用が制限（生産緑地法） 

生産緑地地区では、農地や緑地として保全するために、生産緑地法に基づき、指定から 30 年間の営農
の義務や建築等の行為制限が課されている一方、固定資産税や相続税の軽減措置が設けられています。 

 
我孫子市では、平成４年１１月２４日に１３９箇所・２９．９７ha を指定しました。その後、後継者

問題等を背景に生産緑地地区が減少する傾向にはありますが、平成２５年１２月２０日に追加指定を行
うなどして、現在は１１６地区・２６．３０ha が指定されています。 

    
 

〈参考〉特定生産緑地制度（生産緑地法） 
平成 29 年の都市緑地法、生産緑地法等改正に伴い、都市の農地は”宅地化すべきもの”から”都市にあるべきもの”

へと大きな方針転換が示され、生産緑地に関連する制度として「特定生産緑地制度」が創設されました。 
この制度は、生産緑地の保全を目的として、生産緑地地区の指定から 30 年を経過する前に、10 年毎に登録を更新

する「特定生産緑地」への指定を受けることで、引き続き税制優遇措置及び建築の行為制限が継続される制度です。 
我孫子市では、平成 4 年に指定した生産緑地地区について、当初指定から 30 年を経過する令和 4 年 11 月までに、

所有者の意向等も踏まえながら、特定生産緑地への指定手続きを行っていきます。 

  

決 定 ・ 変 更 
告 示 番 号 

防火地域 
（ha） 

準防火地域 
（ha） 

合 計 
（ha） 

都市計画決定・変更の概要 

我孫子駅 天王台駅 湖北駅 新木駅 布佐駅 

S48.9.14 
市告示第 39 号 - 29.5 29.5 ● ● ● 未指定 未指定 

S61.12.23 
市告示第 113 号 12.9  38.9 51.8 ● ● ● 未指定 ● 

H7.2.28 
市告示第 20 号 14.7  41.2 55.9 - - - ● - 

H12.3.28 
市告示第 47 号 15.1  41.5 56.6 - - - ● - 

●･･･当初決定、最終変更 
- ･･変更なし 
 

商 ･･･商業地域 
近商･･･近隣商業地域 

<参考> 

用途地域 

容積率/建蔽率 

防火地域 
商 

400/80 
商 

400/80 
なし 

商 
400/80 

近商 
300/80 

準防火地域 
近商 

300/80 
200/80 

近商 
300/80 
200/80 

商 
400/80 
 

近商 
200/80 

 
なし 
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生産緑地地区の決定経緯 

決 定 ・ 変 更 日        
告 示 番 号       地区数 面積（ｈａ） 決定・変更内容 

H 4.11.24 
市告示第 145 号 139 29.97 （当初指定） 

H 9. 9. 5 
市告示第 109 号 139 29.71 

一部廃止  ・第 ３７号 △約０．０４ｈａ 
 
仮換地指定 ・第１３２号 △約０．０４ｈａ 

 ・第１３３号 △約０．０３ｈａ 
      ・第１３４号 △約０．０６ｈａ 
      ・第１３５号 △約０．０９ｈａ 

H11. 3.16 
市告示第 22 号 137 29.20 

廃止    ・第 １３号 △約０．３０ｈａ 
 ・第 ４７号 △約０．１１ｈａ 

 
一部廃止  ・第 ９２号 △約０．１０ｈａ 

H12. 3.14 
市告示第２４号 137 29.19 一部廃止  ・第 ２６号 △約０．０１ｈａ 

H14.12.3 
市告示第１５３号 137 29.11 一部廃止  ・第 ３８号 △約０．０８ｈａ 

H16. 7.16 
市告示第１１１号 137 28.96 一部廃止  ・第１１２号 △約０．１５ｈａ 

H18. 2.17 
市告示第１９号 136 28.78 

廃止    ・第１３３号 △約０．０５ha 
 
一部廃止  ・第 ４３号 △約０．０５ｈａ 

・第 ７８号 △約０．０５ha 
・第１２３号 △約０．０３ha 

H19. 2.23 
市告示第２５号 137 28.88 追加    ・第１４０号 約０．１０ha 

H19. 9.21 
市告示第 168 号 136 28.65 

廃止    ・第 63 号 △約 0.12ｈａ 
 
一部廃止  ・第 18 号 △約 0.02ｈａ 
      ・第 21 号 △約 0.09ｈａ 
      ・第 22 号 △約 0.00ｈａ 約 46 ㎡減 

H20.10. 7 
市告示第 198 号 135 28.54 廃止    ・第 82 号    △約 0.11ｈａ 

H21.12.22 
市告示第２２４号 134 28.44 

廃止    ・第 134 号   △約 0.10ｈａ 
 
一部廃止  ・第 20 号    △約 0.00ｈａ 約 28 ㎡減 

H22.3.30 
市告示第６１号 131 27.69 

廃止        ・第 31 号   △約 0.17ｈａ 
・第 51 号   △約 0.13ｈａ 
・第 52 号   △約 0.51ｈａ 

 
一部追加    ・第 32 号    約 0.06ｈａ 

H22.11.30 
市告示第２０３号 130 27.54 廃止        ・第 86 号  △約 0.15ｈａ 

H23.12.16 
市告示第２３６号 130 27.04 一部廃止    ・第 29 号  △約 0.28ｈａ 

 ・第 78 号  △約 0.22ｈａ 

H24.12.18 
市告示第２６３号 129 26.76 

廃止        ・第 55 号   △約 0.22ｈａ 
 
一部廃止    ・第 85 号   △約 0.06ｈａ 

H25.12.20 
市告示第 253 号 129 29.93 

廃止        ・第 11 号   △約 0.10ｈａ 
 
一部廃止    ・第 21 号   △約 0.00ｈａ  約 42 ㎡減 
 
一部追加  ・第 22 号    約 0.10ｈａ 
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  ・第 23 号    約 0.07ｈａ 
  ・第 33 号    約 0.19ｈａ 

・第 34 号    約 0.16ｈａ 
・第 84 号    約 0.17ｈａ 
・第 85 号    約 0.11ｈａ 
・第 88 号    約 0.08ｈａ 
・第 103 号    約 0.15ｈａ 
・第 104 号    約 0.23ｈａ 
・第 107 号    約 0.14ｈａ 
・第 109 号    約 0.11ｈａ 
・第 113 号    約 0.07ｈａ 
・第 121 号    約 0.15ｈａ 
・第 122 号    約 0.08ｈａ 
・第 123 号    約 0.16ｈａ 
・第 124 号    約 0.25ｈａ 
・第 125 号    約 0.11ｈａ 
・第 129 号    約 0.07ｈａ 

 
追加    ・第 141 号    約 0.87ｈａ 

H27.12.22 
市告示第 297 号 128 29.71 廃止    ・第 107 号  △約 0.22ｈａ 

H29.6.13 
市告示第 167 号 128 29.63 

一部廃止  ・第 16 号   △約 0.08ｈａ 
・第 81 号   △約 0.01ｈａ 
・第 122 号  △約 0.00ｈａ 約 30 ㎡ 

H30.9.18 
市告示第 223 号 127 29.12 

一部廃止    ・第 34 号   △約 0.15ｈａ 
・第 92 号   △約 0.13ｈａ 
・第 113 号   △約 0.07ｈａ 

 
廃止        ・第 131 号   △約 0.16ｈａ 

Ｒ2.1.14 
市告示第５号 126 29.06 廃止    ・第 132 号  △約 0.06ｈａ 

Ｒ3.2.26 
市告示第 32 号 124 28.80 廃止    ・第 17 号   △約 0.19ｈａ 

            ・第 67 号   △約 0.07ｈａ 

R4.1.28 
市告示第１６号 123 28.61 廃止    ・第 106 号   △約 0.19ｈａ 

R4.12.20 
市告示第２８３号 121 28.27 廃止    ・第 9 号     △約 0.22ｈａ 

    ・第 80 号    △約 0.12ｈａ 

R6.3.8 
市告示第４９号 116 26.30 

一部廃止    ・第 15 号   △約 0.15ｈａ 
・第 32 号   △約 0.02ｈａ 
・第 71 号    △約 0.08ｈａ 
・第 84 号    △約 0.10ｈａ 
・第 113 号   △約 0.02ｈａ 
・第 114 号   △約 0.21ｈａ 
・第 125 号   △約 0.50ｈａ 

 
廃止        ・第 38 号    △約 0.05ｈａ 

・第 64 号    △約 0.23ｈａ 
・第 79 号    △約 0.11ｈａ 
・第 91 号    △約 0.05ｈａ 
・第 105 号   △約 0.10ｈａ 
 

分割及び  ・第 84 号  → 第 84-1 号、第 84-2 号 
名称変更  ・第 125 号 → 第 125-1 号、第 125-2 号 
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⑤ 特別緑地保全地区 

特別緑地保全地区は、都市計画区域内における樹林地、草地、水辺地、岩石地等の緑地で良好な自然環境
をできる限りありのままで保全し、良好な都市環境の形成を図るために定めます。 

特別緑地保全地区の決定状況 

決 定 ・ 変 更 日        
告 示 番 号       地区数 面積（ｈａ） 決定・変更内容 名   称 

S57.8.6 
県告示第 640 号 

１ 2.0 当初指定 船戸特別緑地保全地区 
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３）地区計画 

地区計画制度は、従来の都市計画における地区レベルの計画を補うため、昭和 55 年に創設されました。 
市町村が、地区住民の意向を反映しながら地区の特性に応じたきめ細かい計画を定め、道路・公園等の基

盤施設と建築物を一体的に計画し、住みよいまちづくりを効果的に進めます。土地や建物所有者などの住
民が主役となって話し合い、地区の実情を踏まえた計画を作ることができる、住民に最も身近な都市計画
でもあります。 

我孫子市では、「地区計画等の案の作成手続に関する条例」に基づいて住民の合意形成を図りながら都市
計画決定し、決定後は地区内の建築行為等を計画に従って規制・誘導を行っています。また、同条例及び
同条例施行規則において、平成１６年７月から住民による申出ができるようになり、より住民主体のまち
づくりを進めるものとなっています。 

現在、主に市街地の良好な住環境の保全を目的として、市街化区域で８地区、「市街化調整区域における
地区計画運用基準」に沿った自然環境と調和したまちなみの形成を目的として、市街化調整区域で１地区
の、合計 10 地区で地区計画を決定しています。 

 
地区計画の決定経緯 

名  称 
面  積 
（ｈａ） 

目  標 変更内容 
決 定 ・ 変 更 日        

告 示 番 号      
区分 

つ く し 野 西 地 区  
地 区 計 画  

４．９ 良好な住環境の維持及び保全 

 
Ｈ元．3.14 

市告示第 16 号 
市街化 
区域 

法改正に伴う表示修正 H 5. 6.25 
市告示第 85 号 

法改正に伴う表示修正 H8.10.1 
市告示第 129 号 

新 木 駅 南 側 地 区  
地 区 計 画  

５５．８ 
土地区画整理事業により形成され
る良好な都市環境の維持及び増進 

 H7.2.28 
市告示第 21 号 市街化 

区域 
法改正に伴う表示修正 H12.3.28 

市告示第 48 号 

つくし野５丁目地区 
地 区 計 画  

０．９ 
計画的な宅地開発により形成され
る都市環境の維持及び増進 

 H8.10.1 
市告示第 128 号 市街化 

区域 
１．０ 隣接する宅地の編入 H13.8.28 

市告示第 120 号 
つ く し 野 北 地 区  
地 区 計 画  

８．７ 良好な住環境の維持及び保全  H10.11.20 
市告示第 130 号 

市街化 
区域 

高 野 山 宮 脇 地 区  
地 区 計 画  

１．７ 
土地区画整理事業により整備され
る良好な住環境の形成 

 H12.2.4 
市告示第 8 号 

市街化 
区域 

高 野 山 東 地 区  
地 区 計 画  

２５．１ 低層住宅を中心とした住宅市街地
の形成と手賀沼沿い斜面林の保全・
再生 

 H17.2.25 
市告示第 19 号 市街化 

区域 
２６．０ 隣接する宅地の編入 H18.2.17 

市告示第 18 号 
緑 １ 丁 目 地 区  
地 区 計 画  

２．４ 良好な住環境の保全  
H18.8.18 

市告示第 140 号 
市街化 
区域 

布 佐 駅 南 側 地 区  
地 区 計 画  

１２．７ 
「文化が香る、緑豊かな安心して暮
らせるまち 布佐」にふさわしい良
好な市街地の形成 

 
H19.2.23 

市告示第 26 号 
市街化 
区域 

我 孫 子 新 田 地 区  
地 区 計 画  

３．１ 
手賀沼の観光振興にふさわしい、魅
力とにぎわいのある良好なまちな
みの形成 

 
H29.6.13 

市告示第 166 号 市街化 
調整 
区域 用途制限の変更、形態意

匠の制限の追加 
R6.11.15 

市告示第 297 号 
公 園 坂 通 り 
周 辺 地 区  
地 区 計 画  

３．７ 
にぎわいの創出に相応しい健全な
市街地形成 

 
R6.3.5 

市告示第 43 号 
市街化 
区域 

合 計  １０地区 １２０ ha 
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５ 都市施設 

道路、公園、下水道や公共施設など、都市の骨格を形成し、円滑な都市活動の確保や良好な都市環境の保
持にかかわる施設であって、都市計画に定めることができるものです。 

我孫子市では、これら都市施設のうち、道路、交通広場、駐車場、公園・緑地、下水道、汚物処理場及び
ごみ焼却場を都市計画に定めています。 

１）道路・交通広場 

道路は、都市の骨格として都市全体の経済・社会基盤を形成するもので、人や物が移動するための交通
機能のほか、上下水道・電気・ガスなどの供給施設の収容、公共空間として都市にうるおいを与える緑化
やコミュニティの形成、通風・採光等の機能、さらには防災空間として、緊急災害時における避難や救援
物資輸送等に欠かせない役割を果たします。 

また、交通広場（駅前広場）は、鉄道と自動車・歩行者などの交通結節点であるとともに、地域住民の交
流の場や地域の玄関口として貴重な開放空間を有するものとして配置されます。 

我孫子市において、都市計画道路は２３路線、総延⾧は約６０ｋｍで整備率は５９．５％、交通広場は８
箇所（すべてＪＲの駅前）を決定し整備を完了しています。 

都市計画道路の決定状況及び整備状況 

番 号 

路 線 名  

起  点 

終  点 

延   長 

代 表 幅 員 

交 通 広 場 

整備済 

概成済 

未整備 

当初決定日 

告示番号      

最終変更日 

告示番号      

３・３・１ 

湖北駅・南口線 

湖北台１丁目 

湖北台１丁目 

60 

22 

4,500 

60 

0 

0 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

３・３・２ 

船橋・我孫子線 

若松 

柴崎字後畑 

1,810 

25 

― 

1,810 

0 

0 

S36. 6.12 
建設省告示 

第 1151 号 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

３・３・３ 

我孫子駅・北口線 

我孫子字西原 

我孫子字西原 

80 

25 

2,800 

80 

0 

0 

S46. 3.23 
県 告 示 

第 244 号 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

３・３・４ 

我孫子駅・南口線 

本町２丁目 

本町２丁目 

120 

25 

3,000 

120 

0 

0 

S27. 5.23 
建設省告示 

 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

３・４・５ 

天王台・駅前線 

柴崎字天王裏 

高野山字滝前谷 

1,040 

18 

2,400 

1,040 

0 

0 

S36. 6.12 
建設省告示 

第 1151 号 

S59. 7.13 

県 告 示 

第 697 号 

３・３・６ 

国道６号線 

根戸字北ノ内 

千葉・茨城県境 

6,260 

22 

― 

6,260 

0 

0 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

３・４・７ 

天王台駅・北口線 

柴崎字天王裏 

青山台３丁目 

870 

16 

2,900 

870 

0 

0 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

３・４・８ 

湖北駅・北口線 

中里字庚申前 

中峠字宿通南 

260 

18 

2,900 

260 

0 

0 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

H 15. 2.28  

県 告 示 

第 115 号 

３・４・９ 

下ヶ戸・中里線 

下ヶ戸字拾六町 

中里字弁天作 

3,140 

18 

― 

2,710 

430 

0 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

H 27. 6.23 

市 告 示 

第 167 号 

３・４・１０ 

青山・日秀線 

青山台３丁目 

日秀字久保田 

5,260 

16 

― 

2,160 

1,145 

1,955 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

H 27. 6.23 

市 告 示 

第 167 号 
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番 号 

路 線 名  

起  点 

終  点 

延   長 

代 表 幅 員 

交 通 広 場 

整備済 

概成済 

未整備 

当初決定日 

告示番号      

最終変更日 

告示番号      

３・４・１１ 

都部・都部新田線 

湖北台７丁目 

湖北台６丁目 

570 

16 

― 

570 

0 

0 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

３・４・１２ 

新木駅前線 

新木字大作台 

新木字ビヤ田 

540 

16 

2,000 

540 

0 

0 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

S63.11. 4 

県 告 示 

第 844 号 

３・４・１３ 

布佐駅前線 

布佐字屋敷割 

布佐字下町 

540 

16 

― 

0 

0 

540 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

S56. 7.17 

県告示 

第 719 号 

３・４・１４ 

手賀沼公園・久寺家線 

白山１丁目 

我孫子 4 丁目 

1,270 

16 

― 

1,050 

265 

0 

S36.6.12 
建設省告示 

第 1151 号 

H 27. 6.23 

市 告 示 

第 167 号 

３・５・１５ 

根戸新田・布佐下線 

呼塚新田字北道灌橋 

布佐字大割 

14,340 

12 

― 

7,125 

7,215 

0 

S36. 6.12 
建設省告示 

第 1151 号 

S63.11. 4 

県 告 示 

第 844 号 

３・５・１６ 

我孫子・布佐線 

我孫子字北飯塚 

布佐字築留 

14,290 

12 

― 

2,693 

10,485 

1,112 

S36. 6.12 
建設省告示 

第 1151 号 

H16. 3. 2 

県 告 示 

第 189 号 

３・５・１７ 

根戸・手賀沼線 

根戸字北ノ内 

根戸新田字元川岸 

1,170 

12 

― 

640 

530 

0 

S46. 3.23 
県 告 示 

第 244 号 

S56. 7.17 

市 告 示 

第 50 号 

３・５・１８ 

後畑・巻の内線 

我孫子字妻子原 

柴崎字巻の内 

1,470 

12 

― 

1,470 

0 

0 

S36. 6.12 
建設省告示 

第 1151 号 

S56. 7.17 

市 告 示 

第 50 号 

３・５・１９ 

東我孫子・柴崎線 

下ヶ戸字笹山 

青山台３丁目 

1,090 

12 

― 

1,090 

0 

0 

S36. 6.12 
建設省告示 

第 1151 号 

S56. 7.17 

市 告 示 

第 50 号 

３・４・２０ 

関東・後田線 

我孫子字関東 

我孫子字後田 

650 

16 

― 

650 

0 

0 

S46. 3.23 
県 告 示 

第 244 号 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

３・６・２１ 

下ヶ戸・泉線 

下ヶ戸字松山 

泉 

1,590 

9 

― 

1,130 

460 

0 

S36. 6.12 
建設省告示 

第 1151 号 

S56. 7.17 

市 告 示 

第 50 号 

３・４・２２ 

布佐駅・南口線 

新々田字立野 

新々田字立野 

40 

18 

2,400 

40 

0 

0 

S63.11. 4 
県 告 示 

第 844 号 
 

３・５・２３ 

新木駅・布佐南線 

新木字大作台 

新々田字三畝割 

3,210 

12 

― 

3,210 

0 

0 

S63.11. 4 
市 告 示 

第 121 号 
 

合     計 

59,670 

― 

22,900 

35,533 

20,530 

3,607 

 

※ 延長、幅員、整備済、概成済、未整備の単位はｍ。 

※ 概成済…計画幅員の２／３以上の完成。（整備済みを除く） 

※ ３・５・１５根戸新田・布佐下線の暫定２車線で供用が開始されている延長部分については概成済として取り扱う。 

※ 路線の番号は次のルールに基づき付されている。 

・ 一つ目の数字は、自動車専用道路、幹線街路など、街路の区別を示す。３は幹線街路であることを示す。 

・ 二つ目の数字は、代表幅員による別を示す。３は代表幅員が２２ｍ以上３０ｍ未満、４は代表幅員が１６ｍ以上２２

ｍ未満、５は１２ｍ以上１６ｍ未満、６は８ｍ以上１２ｍ未満であることを示す。 

・ 三つ目の数字は、都市計画区域ごとの都市計画道路の通し番号である。 

 



２５ 
 

都市計画道路変更経緯一覧                        

年 月 日 告 示 番 号 
関 係 路 線 番 号 （ 現 行 番 号 ） 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 備  考 

S.27.5.23 建設省告示第・・・・号    ●                     

S.36.6.12 建設省告示第 1151 号  ●  ○ ●         ● ● ●  ● ●  ●    

S.41.10.19 建設省告示第 3470 号 ● ○   ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○  ○ ○  ○    

S.44.4.14 建設省告示第 1429 号  ○     ○   ○    ○ ○ ○  ○   ○    

S.46.3.23 千葉県告示第  244 号  ○ ● ○  ○   ○ ○  ○  ○ ○ ○ ● ○  ●     

S.49.3.5 千葉県告示第  213 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   名称変更 

S.50.7.1 千葉県告示第  576 号                    ○     

S.56.7.17 千葉県告示第  719 号 ● ● ● ● ○ ● ● ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○   
図書整備 

1/3 千→1/2.5 千 

S.56.7.17 我孫子市告示第 50 号                 ● ● ●  ●    

S.58.8.16 千葉県告示第  618 号          ○     ○ ○        

図書整備 

1/3 千→1/2.5 千 

S.59.7.13 千葉県告示第  697 号     ●                    

S.62.12.1 千葉県告示第 1050 号               ○          

S.63.11.4 千葉県告示第  844 号            ●   ●       ● ●  

H.2.1.19 千葉県告示第   38 号         ○     ○  ○         

H15.2.28 千葉県告示第  115 号        ●                 

H16.3.2 千葉県告示第  189 号                ●         

H27.6.23 我孫子市告示第 167 号         ● ●    ●           

● 当初決定及び最終決定                        

 

交通広場の決定状況及び整備状況 

位  置 
決定面積 

供用面積 
整備手法 施設整備の状況 

当初決定日 

告示番号      

最終変更日 

告示番号      

我孫子駅南口 
3,000 ㎡  

3,000 ㎡  

土地区画 

整理事業 

（完了） 
供用済み 

S27. 5.23 
建設省告示 

 

S46. 3.23 

県 告 示 

第 244 号 

我孫子駅北口 
2,800 ㎡  

2,800 ㎡  

土地区画 

整理事業 

（完了） 
供用済み 

S46. 3.23 

県 告 示 

第 244 号 

 

天王台駅南口 
2,400 ㎡  

2,400 ㎡  

土地区画 

整理事業 

（完了） 
供用済み 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

 

天王台駅北口 
2,900 ㎡  

2,900 ㎡  

土地区画 

整理事業 

（完了） 
供用済み 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 

S56. 7.17 

県 告 示 

第 719 号 

湖北駅南口 
4,500 ㎡  

4,500 ㎡  

土地区画 

整理事業 

（完了） 
供用済み 

S41.10.19 
建設省告示 

第 3470 号 
 

湖北駅北口 
2,900 ㎡  

2,900 ㎡  

街路事業 

（完了） 
供用済み 

H15. 2.28 
県 告 示 

第 115 号 
 

新木駅南口 
2,000 ㎡  

2,000 ㎡  

土地区画 

整理事業 

（完了） 
供用済み 

S63.11. 4 

県 告 示 

第 844 号 

 

布佐駅南口 
2,400 ㎡  

2,400 ㎡  
開発行為 

（完了） 
供用済み 

S63.11. 4 

県 告 示 

第 844 号 

 

計 
22,900 ㎡  

22,900 ㎡  
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２）駐車場 

駐車場は、市民の通勤・通学や買物などに利用されている自動車や自転車の駐車のために設置される施
設です。都市計画施設としては、自動車駐車場と自転車駐車場があります。 

我孫子市では、自転車駐車場１箇所を決定しています。 
 

駐車場の決定状況及び整備状況 
決 定 ・ 変 更 日        
告 示 番 号       箇所数 決定面積 

供用面積 名   称 備   考 

S62. 9. 1 
市告示第 110 号 

１ 1,941 ㎡  
延べ 2,947 ㎡ 我孫子駅北口自転車駐車場 構造階層･･･地下２層 

計画台数･･･3,260 台 

 

 

３）公園、緑地

公園や緑地は、都市の緑とオープンスペースの基幹的な施設で、良好な生活環境を保全し、スポーツや
文化等の増進に寄与するとともに、災害時における防火機能や避難の防災拠点として大きな役割を持って
います。 

公園は規模や目的などにより分類される、特殊公園、地区公園、近隣公園、街区公園の計６５箇所・面積
約 34.7ha、緑地は６箇所・面積約 206.26ha、あわせて約 240.96ha を都市計画決定しています。 

        

都市計画公園の決定経緯及び整備状況 

番        号 

名称（通称名） 

決定面積（ha） 

供用面積（ha） 

当初決定日 

告示番号      

最終変更日 

告示番号      

特殊公園（風致公園）       １箇所 ４．７   

４．８   

 

 ７・４・１ 

五本松公園 

４．７   

４．８   

Ｓ.５２.１０.１４ 

県告示第６６３号 

 

地区公園              ２箇所 ９．２   

９．９   
 

 ４・４・１ 

手賀沼公園 

４．０   

４．７   

Ｓ２６.１０.１１ 

建設省告示第９２０号 

 

４・４・２ 

湖北台中央公園 

５．２   

５．２   

Ｓ５６. ３.２０ 

県告示第２７６号 

 

近隣公園              ７箇所 １０．１   

１０．３   
 

 ３・３・１ 

柴崎３号公園 

１．１   

１．１   

Ｓ５５. ８. ５ 

県告示第６６４号 

 

３・３・２ 

天王台西公園 

１．０   

１．１   

Ｓ４９.１２. ６ 

県告示第１０４５号 

 

３・３・３ 

湖北台４号公園 

１．３   

１．３   

Ｓ５６. ３.２０ 

県告示第２７６号 

 

３・３・４ 

宮ノ森公園 

３．０   

３．０   

Ｓ５６. ３.２０ 

県告示第２７６号 

 

３・３・５ 

中峠亀田谷公園 

１．２   

１．２   

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

３・３・６ 

高野山公園（高野山桃山公園） 

１．５   

  １．６   

Ｈ１７. ３. ４ 

市告示第 ２６号 

 

３・３・７ 

南新木沖田公園 

１．０   

  １．０   

Ｈ２７. ６. ２３ 

市告示第１６６号 
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街区公園             ５５箇所 １０．７０  

１０．７２  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・２・１ 

天王台東公園 

０．２０  

０．２０  

Ｓ４３.１２.２８ 

県告示第３７３２号 

Ｓ５２.１０.１４ 

市告示第 ４０号 

２・２・２ 

天王台南公園 

０．３２  

０．３２  

Ｓ４１. ３.２２ 

建設省告示第７６８号 

Ｓ５２.１０.１４ 

市告示第 ４０号 

２・２・３ 

柴崎１号公園（柴崎台南公園） 

０．１８  

０．１８  

Ｓ５５. ８. ５ 

市告示第 ５３号 

 

２・２・４ 

柴崎２号公園（柴崎台西公園） 

０．１２  

０．１２  

Ｓ５５. ８. ５ 

市告示第 ５３号 

 

２・２・５ 

柴崎４号公園（柴崎台北公園） 

０．２０  

０．２０  

Ｓ５５. ８. ５ 

市告示第 ５３号 

Ｈ元. ３.１４ 

市告示第 １５号 

２・２・６ 

柴崎５号公園（柴崎台東公園） 

０．２８  

０．２８  

Ｓ５５. ８. ５ 

市告示第 ５３号 

 

２・２・７ 

つくしの１号公園 

０．２２  

０．２２  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・８ 

つくしの２号公園 

０．１４  

０．１４  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・９ 

つくしの３号公園 

０．１７  

０．１７  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１０ 

つくしの４号公園 

０．７５  

０．７５  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１１ 

つくしの５号公園 

０．１６  

０．１６  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１２ 

つくしの６号公園 

０．０８  

０．０８  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１３ 

つくしの７号公園 

０．１７  

０．１７  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１４ 

湖北台１号公園 

０．２７  

０．２７  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１５ 

湖北台２号公園 

０．２６  

０．２６  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１６ 

湖北台３号公園 

０．２６  

０．２６  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１７ 

湖北台５号公園 

０．２５  

０．２５  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１８ 

湖北台６号公園 

０．２３  

０．２３  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・１９ 

湖北台７号公園 

０．３４  

０．３４  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・２０ 

湖北台８号公園 

０．２５  

０．２５  

Ｓ５６. ３.２３ 

市告示第 １５号 

 

２・２・２１ 

台田法花坊公園 

０．１４  

０．１４  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・２２ 

台田池尻公園 

０．１４  

０．１５  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・２３ 

布施いばら公園 

０．０７  

０．０７  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・２４ 

久寺家あけぼの公園 

０．２２  

０．２２  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・２５ 

久寺家あすなろ公園 

０．１４  

０．１４  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・２６ 

若松１号公園 

０．１７  

０．１７  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・２７ 

若松２号公園 

０．０７  

０．０７  

Ｓ５７.８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・２８ 

若松３号公園 

０．０６  

０．０６  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 
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街区公園 （続き）   

２・２・２９ 

若松４号公園 
０．０５  

０．０５  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３０ 

青山台１号公園 
０．１４  

０．１４  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３１ 

青山台２号公園 
０．０８  

０．０８  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３２ 

青山台３号公園 
０．１０  

０．１０  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３３ 

布佐１号公園 
０．１４  

０．１４  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３４ 

青山台５号公園 
０．０７  

０．０７  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３５ 

芝原城跡前１号公園（中峠外谷津公園） 
０．０７  

０．０７  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３７ 

平和台１号公園 
０．１６  

０．１６  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３８ 

平和台２号公園 
０．１３  

０．１４  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・３９ 

平和台３号公園 
０．１０  

０．１０  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

 ２・２・４０ 

布佐２号公園 
０．２１  

０．２１  

Ｓ５７. ８.１０ 

市告示第 ４９号 

 

２・２・４１ 

根戸古墳公園（白山古墳公園） 

０．１７  

０．１７  

Ｓ５８. ８.１６ 

市告示第 ５６号 
 

２・２・４２ 

上谷津公園（根戸上谷津公園） 
０．１０  

０．１０  

Ｓ５８. ８.１６ 

市告示第 ５６号 
 

２・２・４３ 

浅野谷３号公園 
０．１３  

０．１３  

Ｓ５８. ８.１６ 

市告示第 ５６号 
 

２・２・４４ 

和田前公園 
０．１４  

０．１４  

Ｓ５８. ８.１６ 

市告示第 ５６号 

Ｈ ４. ５. ８ 

市告示第 １６号 

２・２・４５ 

余間戸公園 
０．８８  

０．８８  

Ｓ５８. ８.１６ 

市告示第 ５６号 
 

２・２・４６ 

中峠二本榎公園 
０．２３  

０．２３  

Ｈ元. ３.１４ 

市告示第 １５号 
 

２・２・４７ 

中峠鹿島前公園 
０．２５  

０．２５  

Ｈ元. ３.１４ 

市告示第 １５号 
 

２・２・４８ 

中峠寺前公園 
０．１５  

０．１５  

Ｈ元. ３.１４ 

市告示第 １５号 
 

２・２・４９ 

布佐酉町下公園 
０．１２  

０．１２  

Ｈ元. ３.１４ 

市告示第 １５号 
 

２・２・５０ 

布佐葭立公園 
０．１５  

０．１５  

Ｈ元. ３.１４ 

市告示第 １５号 
 

２・２・５１ 

我孫子駅南口１号公園（我孫子駅南口東公

園） 

０．２５  

０．２５  

Ｈ ２. １.１９ 

市告示第  １号 
 

２・２・５２ 

我孫子駅南口２号公園（我孫子駅南口西公

園） 

０．１０  

０．１０  

Ｈ ２. １.１９ 

市告示第  １号 
 

２・２・５３ 

長丁西公園 
０．３２  

０．３２  

Ｈ ４. ５. ８ 

市告示第 ６９号 
 

２・２・５４ 

丑高公園 
０．１３  

０．１３  

Ｈ ４. ５. ８ 

市告示第 ６９号 
 

２・２・５５ 

布佐駅南口西公園 
０．３７  

０．３７  

Ｈ１９. ２. ２３ 

市告示第 ２７号 
 

２・２・５６ 

布佐駅南口東公園 
０．１０  

０．１０  

Ｈ１９. ２. ２３ 

市告示第 ２７号 

Ｈ２５．９．２７ 

市告示第２１２号 

  



２９ 
 

都市緑地      ６箇所 
２０６．２６    

９０．２３    

 

第１号   ２０２．９  S５２．１０．２４  H２７．６．２３ 

利根川ゆうゆう公園 ８６．３  県告示第６６２号  市告示第１６５号 

第２号   ０．２６  S５６．３．２３   

湖北台緑地 ０．２６  市告示第 １６号   

第３号   ０．１９  S５７．８．１０   

緑雁明緑地 ０．１９  市告示第 ５０号   

第４号   ０．１９  Ｓ５８．８．１６   

緑南作緑地 ０．２４  市告示第 54 号   

第５号   ２．３０  Ｈ元．３．１４ Ｈ１２．８．２２ 

根戸船戸緑地 ２．７２ 県告示第３２５号 市告示第１２３号 

第６号   ０．４２ Ｈ２０．１０．７  

明田緑地 ０．５２ 市告示第１９９号  

公園・緑地 合計 
決定面積（ha） 

供用面積（ha） 

２４０．９６ 

１２５．９５ 

 

 

※ 街区公園２・２・３６（芝原城跡前２号公園）は、隣接地を含めて、近隣公園３･３・５（中峠亀田谷公園）として 

都市計画決定したため欠番となった。 

※ 公園の番号は次のルールに基づき付されている。 

・ 一つ目の数字は、街区公園、近隣公園など、公園の区別を示す。２は街区公園、３は近隣公園、４は地区公園、７

は特殊公園（風致公園）であることを示す。 

・ 二つ目の数字は、面積による別を示す。２は面積が１ha 未満、３は１ha 以上４ha 未満、４は４ha 以上１０ha 未満で

あること示す。 

・ 三つ目の数字は、都市計画区域ごとの公園の通し番号である。 

 

 

４）下水道 

公共下水道は、生活環境の向上を図るとともに、河川や湖沼などの水質汚濁を防止するために整備が行
われています。 

我孫子市の下水道は､昭和４２年の湖北台地区単独公共下水道計画決定に始まり、その後近隣の市や町の
汚水をまとめて処理する手賀沼流域下水道の区域に統合され、その全体計画面積は２，３３４ｈａに及ん
でいます。 

 
単独公共下水道の都市計画決定及び事業認可等の経緯 

 面 積 
（ｈａ） 

人口 
（人） 

最大汚水量 
( ｍ３／日 ) 

目標年度 
事業年度 

決定・変更内容 決定・変更日 

当
初
決
定 

都 市 計 画 決 定  144 22,000 6,600   S42. 8.23 

下 水 道 法事 業 認 可 144 22,000 6,600   S42. 9.20 

都市計画法事業認可 144 22,000 6,600   S42. 9.20 

第
１
回
変
更 

都 市 計 画 決 定  88 11,200 6,160  区域の変更 S56.11.21 

下 水 道 法事 業 認 可 88 11,200 6,160  
汚水 56ha を流域下水道に
接続 

S57. 6.14 

都市計画法事業認可       



３０ 
 

第
２
回
変
更 

都 市 計 画 決 定      流域関連公共下水道に編入 H 5. 3. 1 

下 水 道 法事 業 認 可     流域関連公共下水道に編入 H 5. 7. 2 

都市計画法事業認可     流域関連公共下水道に編入 H 5. 7. 2 

 

流域関連公共下水道の都市計画決定及び事業認可等の経緯 

 
面 積 

（ｈａ） 

人口 

（人） 
最大汚水量 

( ｍ３／日 ) 

目標年度 

事業年度 
決定・変更内容 

決定・変更日 

告示番号      

全 体 計 画 2,334  133,700  63,960  H36   

当

初

決

定 

都 市 計 画 

決 定 
290  31,695  19,797    

Ｓ４７. ８. ７ 

市告示第  ２０号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 
290  31,695  19,797  S47～S54  

Ｓ４８. ２. ８ 

県指令第 ５２９号 

都市計画法 

事 業 認 可 
290  31,695  19,797  S47～S54  

Ｓ４８. ２.１６ 

県告示第 １２８号 

第

１

回

変

更 

都市計画法 

決 定 
384  41,130  24,703   区域の追加 

Ｓ４９. ７.１６ 

市告示第  ２８号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 
384  41,130  24,703  S47～S54 

区域の追加及び事業

費の変更 

Ｓ５０. ２.２５ 

県指令第 ６４５号 

都市計画法 

事 業 認 可 
384  41,130  24,703  S47～S54 

区域の追加及び事業

費の変更 

Ｓ５０. ３.２２ 

県告示第 ３１４号 

第

２

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
384  41,130  24,703   

幹線の一部ルート変

更 

Ｓ５０.１２. ４ 

市告示第  １２号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 
384  41,130  24,703  S47～S54 

幹線の一部ルート変

更 

Ｓ５０.１２.２０ 

県指令第２７３９号 

都市計画法 

事 業 認 可 
384  41,130  24,703  S47～S54 

幹線の一部ルート変

更 

Ｓ５０.１２.２６ 

県告示第１００６号 

第

３

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
384  41,130  20,565   

幹線の一部ルート変

更 

Ｓ５３.１２.１２ 

市告示第  ５０号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 
384  41,130  20,565  S47～S58 

幹線の一部ルート変更、

事業費、年度の変更 

Ｓ５４. ２.１５ 

県指令第２８６０号 

都市計画法 

事 業 認 可 
384  41,130  20,565  S47～S58 

幹線の一部ルート変更、

事業費、年度の変更 

Ｓ５４. ２.２３ 

県告示第 １３７号 

第

４

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
469  55,353  33,212   区域の追加 

Ｓ５６.１１.２１ 

市告示第  ７７号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水  531 

雨水  447 
61,833  34,008  S47～S62 

区域の追加、事業費、年

度の変更 

Ｓ５７. ６.１４ 

県指令第３３２号の１ 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水  468 

雨水  384 
55,353  30,444  S47～S62 

区域の追加、事業費、年

度の変更 

Ｓ５７. ６.２２ 

県告示第 ４９５号 

第

５

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
673  90,350  54,210   

区域の追加及び幹線の

一部ルート変更 

Ｓ６０. ３. ６ 

市告示第  １０号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水  692 

雨水  533 
79,000  43,450  S47～H2 

区域の追加、幹線の一部ルー

ト、事業費及び年度の変更 

Ｓ６０. ８.３０ 

県指令第３６１号の４ 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水  629 

雨水  470 
71,000  39,050  S47～H2 

区域の追加、幹線の一部ルー

ト、事業費及び年度の変更 

Ｓ６０. ８.３０ 

県告示第 ８７９号 

第

６

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
1,078  114,470  72,499   

区域の追加及び幹線の

一部ルート変更 

Ｓ６２.１１. ７ 

市告示第 １４３号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水  924 

雨水  603 
81,100  43,962  S47～H4 

区域の追加、幹線の一部ルー

ト、事業費及び年度の変更 

Ｓ６２.１２.１５ 

県下指令第２号の１３ 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水  861 

雨水  470 
73,560  36,412  S47～H4 

区域の追加、幹線の一部ルー

ト、事業費及び年度の変更 

Ｓ６２.１２.１５ 

県告示第１０９７号 

第

７

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
      

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,018 

雨水  603 
88,800  52,657  S47～H5 

区域の追加、幹線の一部断

面、事業費及び年度の変更 

Ｈ ２. ３.２３ 

県下計指令第２号の１４ 

都市計画法 

事 業 認 可 
汚水  939 81,000  48,367  S47～H5 

区域の追加、幹線の一部断

面、事業費及び年度の変更 

Ｈ ２. ３.２３ 

県告示第 ２４２号 



３１ 
 

第

８

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
1,347  144,360  90,433   

区域の追加、幹線の一部

ルート変更 

Ｈ ５. ３. １ 

市告示第  １９号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,311 

雨水  806 
107,200  63,849  S47～H10 

区域の追加、幹線の一部ルー

ト、事業費及び年度の変更 
Ｈ ５. ７. ２ 

県下計指令第２号の１ 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水 1,231 

雨水  673 
99,230  59,385  S47～H10 

区域の追加、幹線の一部ルー

ト、事業費及び年度の変更 
Ｈ ５. ７. ２ 

県告示第 ６２９号 

第

９

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
1,649  173,160  108,914   

区域の追加、幹線の

廃止 

Ｈ１０. ４.１３ 

市告示第  ６３号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,639 

雨水  806 
121,980  62,946  S47～H15 

区域の追加、幹線の追加 

事業費及び年度の変更 

Ｈ１１. ３.１９ 

県下計指令第５４号 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水 1,558 

雨水  673 
115,070  59,042  S47～H15 

区域の追加、幹線の追加 

事業費及び年度の変更 

Ｈ１１. ３.３０ 

県告示第３９４号 

第

10

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
       

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,639 

雨水  806 
124,170  74,910  S47～H19 

処理分区界、幹線の一部ルー

ト・廃止・断面及び延長、事業

費及び年度の変更 

Ｈ１４. ６.１４ 

県下計指令第２９号 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水 1,558 

雨水  673 
117,260  71,580  S47～H19 

事業費及び年度の変

更 

Ｈ１４. ７. ９      

県告示第５８２号 

第

11

回

変

更 

 

都 市 計 画 

決 定 
1,651  126,000  75,780   区域の追加 

Ｈ１９.１０.１６ 

市告示第  ９７号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,651 

雨水  806 
121,320  73,530  S47～H22 

区域の追加、事業費

及び年度の変更 

Ｈ２０. ３.１２ 

県下計指令 

第 5420 号 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水 1,570 

雨水  673 
114,580  70,295  S47～H22 

区域の追加、事業費

及び年度の変更 

Ｈ２０. ３.２８ 

県告示第３８３号 

第

1２

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
        

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,651 

雨水  850 
121,320  73,530  S47～H22 

雨 水 計 画 区 域 の 追

加、事業費の変更 

Ｈ２１. ７.１４ 

県下指令 

第２４０号 

都市計画法 

事 業 認 可 
      

第

1３

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
      

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,651 

雨水  850 
121,320  73,530  S47～H22 

総合地震対策事業の

追加 

Ｈ２２. ３.４ 

県下指令 

第８１６号 

都市計画法 

事 業 認 可 
      

第

1４

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
      

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,651 

雨水  865 
126,900 55,320 S47～H27 

雨水計画区域の追加、流域下

水道計画見直しに伴う計画諸

元の見直し、事業費及び年度

の変更 

Ｈ２３. ３.２９ 

県下指令 

第７３２号 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水 1,570 

雨水  688 
120,670 57,180 S47～H27 

区域の追加、事業費

及び年度の変更 

Ｈ２３. ３.２９ 

県告示第２７９号 

第 
１５

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 1 , 651  125,200 59,920  
雨水ポンプ場の追加、雨水調

整池の追加、汚水中継ポンプ

場の削除 

Ｈ２５. １２.２０ 

市告示第２５４号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,651 

雨水  994 
126,900 55,320 S47～H27 

雨水計画区域の追加、雨水ポ

ンプ場の容量組合せの変更、

雨水調整池の追加、汚水中継

ポンプ場の削除、事業費の変

更 

Ｈ２６. ３.２７ 

下第７２５号 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水 1,570 

雨水  817 
120,670 57,180 S47～Ｈ27 

区域の追加、汚水中

継ポンプ場の削除、事

業費の変更 

Ｈ２６. ４.４ 

県告示第２６４号 



３２ 
 

第
１６

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 
      

下 水 道 法 

事 業 認 可 

汚水 1,653 

雨水  994 
126,970 59,050 S47～H30 

区域の追加、区域拡

大に伴う計画諸元の

見直し、汚水計画区域

変更、幹線の追加・削

除 

雨水計画幹線ルート

変更、幹線の追加・削

除、断面変更、事業費

の変更 

Ｈ２７.１１.１７ 

下第４３６号 

都市計画法 

事 業 認 可 

汚水 1,570 

雨水  817 
120,670 52,600 S47～Ｈ30 

事業費及び年度の変

更 

Ｈ２８. ３. ８ 

県告示第１８０号 

第 
１７

回

変

更 

都 市 計 画 

決 定 1 , 651  125,200 59,920 ― 
汚水中継 

ポンプ場の削除 

Ｈ３０. ９.１８ 

市告示第２２６号 

下 水 道 法 

事 業 認 可 
汚水 1,653 

雨水  994 
126,173 54,590 S47～Ｈ35 

事業期間の延仲、延

申に伴う計画諸元の

見直し、雨水計画の幹

線ルート変更、断面縦

断の変更、汚水中継

ポンプ場の削除 

Ｈ３０. ８.２８ 

下第２７９号 

都市計画法 
事業認可 

汚水 1,570 

雨水  817 
120,670 52,600 S47～Ｈ35 

事業費及び年度の変

更、汚水中継ポンプ場

の削除 

Ｈ３１. １.２２ 

県告示第３７号 

第

１８

回

変

更 

 

都市計画 

決 定 
      

下水道法 

事業認可 

汚水 1,654 

雨水  994 
126,000 54,510 S47～R8 

事業費及び年度の変

更、延伸に伴う計画諸

元の見直し、処理分区

界の変更、雨水幹線

の管きょ計画変更、流

域治水関連法の改正

に伴う追加事項 

R ６． ２． ７ 

下第６６８号 

都市計画法 

事業認可 

汚水 1,571 

雨水  817 
119,670 52,180 S47～R8 

事業費及び年度の変

更 

R ６． ３．１９ 

県告示第１８０号 

 

公共下水道の整備経緯 

 
計画面積 

（ｈａ） 

整備面積 

（ｈａ） 

面積整備率 

（％） 

行政区域内 

人口（人） 

整備区域内 

人口（人） 

人口整備率 

（％） 

昭和５７年度 〃  ２４８ １０．７ １０７，６０８ ２５，０４４ ２３．３ 

昭和５８年度 〃  ３１０ １３．４ １０９，３７２ ２８，２７０ ２５．８ 

昭和５９年度 〃  ３９２ １６．９ １１０，８０１ ３４，９１９ ３１．５ 

昭和６０年度 ２，３１３ ４２７ １８．５ １１２，０７０ ３６，６３０ ３２．７ 

昭和６１年度 〃  ４５７ １９．８ １１３，６７９ ３９，７２９ ３４．９ 

昭和６２年度 ２，３１７ ５１３ ２２．１ １１６，１１７ ４４，４３５ ３８．３ 

昭和６３年度 〃  ６１３ ２６．５ １１８，３８６ ５６，１９５ ４７．５ 

平成 元年度 〃  ６４５ ２７．８ １１９，８６２ ５８，２９２ ４８．６ 

平成 ２年度 〃  ７６２ ３２．９ １２０，８５２ ６５，０７３ ５３．８ 

平成 ３年度 〃  ７８５ ３３．９ １２１，７４２ ６７，４７０ ５５．４ 

平成 ４年度 ２，３１８ ８１４ ３５．１ １２２，７６３ ７１，０００ ５７．８ 

平成 ５年度 〃  ８３２ ３５．９ １２３，２６３ ７２，１３１ ５８．５ 
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平成 ６年度 〃  ８４６ ３６．５ １２４，００３ ７２，８７９ ５８．８ 

平成 ７年度 〃  ９０３ ３９．０ １２４，８９２ ７６，７８６ ６１．５ 

平成 ８年度 ２，３２８ ９２８ ３９．９ １２６，２６１ ７８，４７０ ６２．１ 

平成 ９年度 〃  ９６６ ４１．５ １２６，５８７ ８１，０２０ ６４．０ 

平成１０年度 〃  １，０１６ ４３．６ １２７，０４１ ８３，７２０ ６５．９ 

平成１１年度 〃  １，０８２ ４６．５ １２７，４５９ ８７，５９７ ６８．７ 

平成１２年度 〃  １，１１９ ４８．１ １２８，９８３ ９１，０９６ ７０．６ 

平成１３年度 〃  １，１４３ ４９．１ １２９，０３９ ９２，５７９ ７１．７ 

平成１４年度 〃  １，１６１ ４９．９ １２９，５３０ ９４，２１８ ７２．７ 

平成１５年度 〃  １，１６６ ５０．１ １３１，３７０ ９８，９８９ ７５．４ 

平成１６年度 
      

〃 
１，１７２ ５０．３ １３１，５９２ ９９，３２５ ７５．４ 

平成１７年度 〃  １，１９３ ５１．３ １３１，８３８ １０１，０５７ ７６．７ 

平成１８年度 〃  １，２０７ ５１．８ １３３，５４１ １０３，９９５ ７７．９ 

平成１９年度 〃  １，２１６ ５２．２ １３４，５５２ １０５，２３６ ７８．２ 

平成２０年度 〃  １，２２７ ５２．７ １３４，９８２ １０６，３６７ ７８．８ 

平成２１年度 〃  １，２３７ ５３．１ １３４，９８６ １０８，３３４ ８０．３ 

平成２２年度 ２，３３４ １，２５１ ５３．６ １３４，９１１ １０９，８３１ ８１．４ 

平成２３年度 〃  １，２５６ ５３．８ １３３，７４９ １０９，１３６ ８１．６ 

平成２４年度 〃  １，２６３ ５４．１ １３２，６３３ １０９，０２６ ８２．２ 

平成２５年度 〃  １，２６３ ５４．１ １３３，５５８  １０９，８３８ ８２．２ 

平成２６年度 〃  １，２７４ ５４．６ １３３，０４４  １０９，５１３ ８２．３ 

平成２７年度 〃  １，２８１ ５４．９ １３２，７１５ １０９，９２４ ８２．８ 

平成２８年度 〃  １，２９１ ５６．２ １３２，４０１ １１０，５４５ ８３．５ 

平成２９年度 〃   １，３１６ ５６．４ １３２，２３１ １１１，２７０ ８４．１ 

平成３０年度 〃   １，３２２ ５６．６ １３２，１６７ １１１，７６８ ８４．５ 

令和元年度 〃 １，３２９ ５６．９ １３２，００２ １１１，７７７ ８４．７ 

令和２年度 〃 １，３３２ ５７．１ １３１，５５９ １１１，３７６ ８４．６ 

令和３年度 〃 １，３３９ ５７．４ １３１，１４７ １１１，１９２ ８４．７ 

令和４年度 〃 １，３４５ ５７．６ １３０，９５９ １１１，３０１ ８５．０ 

令和 5 年度 〃 １，３４８ ５７．８ １３１，２６２ １１１，９４５ ８５．３ 

令和６年度 〃 １，３５３ ５８．０ １３１，２５４ １１２，１０７ ８５．４ 

※平成２４年度までは日本人のみ。平成２５年度からは外国人を含む。 
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５）汚物処理場 

汚物処理場は、公共下水道の未整備地区等のし尿と浄化槽から出る汚泥を処理するための施設として決
定しています。 

 

汚物処理場の都市計画決定状況 

名  称 位  置 
面 積 

（ｈａ） 

当初決定日 

告 示 番 号      

最終変更日 

告 示 番 号      
備 考 

我孫子市し尿処理場 古戸字谷下 1.1 
Ｓ４２.８.２３ 

建告示第２５６８号 

Ｓ５６.１.１６ 

市告示第４号 

計画処理能力 

160 kl/日 

 

６）ごみ焼却場 

環境への負荷軽減を目指したごみの排出抑制や資源循環システムを、市民や事業者と一体となって進め
る中で、ごみを安全かつ衛生的に処理するための基幹的な施設としてごみ焼却場を決定しています。 

 

ごみ焼却場の都市計画決定状況 

名  称 位  置 
面 積 

（ｈａ） 

当初決定日 

告 示 番 号      

最終変更日 

告 示 番 号      
備 考 

我孫子クリーンセンター 中峠字西蓮田 2.9 
Ｓ４６.１０.１ 

市告示第４２号 
-   - 
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６ 市街地開発事業 

市街地開発事業は、地方公共団体などが一定の地域について総合的な計画に基づき、道路、公園、下水道
などの公共施設や宅地、建築物などの整備を面的かつ一体的に行い、良好な市街地の形成を図るものです。 

市街地開発事業には、土地区画整理事業、新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業、市街地再開発事
業、新都市基盤整備事業、住宅街区整備事業、防災街区整備事業の７つの事業があり、これまで我孫子市
では、土地区画整理事業が行われてきました。 

１）土地区画整理事業
土地区画整理事業は、道路、公園、下水道などの整備がないままに無秩序な宅地化が進んでいる地区など

について、道路や公園などの用地を地権者が提供し合うことにより、これらの公共施設の整備や宅地の利
用増進を図るものです。 

我孫子市では、１３地区（424.4ha）が施行済みです。 
 

土地区画整理事業一覧 

地 区 名 称 都市計画決定 
決定日 告示番号 

計画面積 
事業面積 
（ha） 

施行者 
施行年度 

事業認可日 
最終変更日 

目標人口 
権利者数 
減歩率% 

換地処分 

旧 
布佐町 

布佐第一土地区画整理
事業 － - 

15.02 
我孫子町 
S29-S33 － 

- 
- 

25.6 
S33.10.1 

湖北台 日本住宅公団湖北台土
地区画整理事業 

S41.10.19 
建告示第 3479 号 

143.7 
143.7 

住宅公団 
S42-S46 

S42.5.22 
S46.3.2 

22,000 
- 

32.96 
S46.5.14 

布佐駅前 我孫子市布佐駅前土地
区画整理事業 － - 

11.70 
組合 
S46-S50 

S47.323 
- 

1,200 
143 

30.99 
S51.1.6 

根戸 我孫子市根戸土地区画
整理事業 － - 

9.40 
組合 
S51-S60 

S52.1.21 
S59.9.21 

940 
101 

28.85 
S59.2.28 

布佐 
酉町下 

我孫子市酉町下土地区
画整理事業 － - 

9.01 
組合 
S58-S63 

S59.3.21 
H1.1.13 

900 
79 

34.84 
S63.11.15 

中峠 我孫子都市計画事業中
峠土地区画整理事業 

S47.2.1 
県告示第 77 号 

20.8  
20.86 

我孫子市 
S51-H6 

S51.7.16 
H4.3.6 

2,100 
241 

33.6 
H5.6.1 

現 
南青山 

我孫子市青山特定土地
区画整理事業 ※ 

S55.3.7 
県告示第 16 号 

20.0  
20.01 

組合 
S61-H10 

S61.12.5 
H10.3.3 

2,000 
170 

34.36 
H10.6.9 

高野山 
宮脇 

我孫子市高野山宮脇土
地区画整理事業 － - 

1.75 
個人 
H7-H15 

H7.12.1 
H15.3.25 

170 
13 

54.61 
H12.5.23 

柴崎 我孫子都市計画事業柴
崎土地区画整理事業 

S44.1.30 
建告示第 181 号 

57.1  
57.10 

我孫子市 
S45-H17 

S45.9.1 
H12.9.12 

5,700 
540 

30.92 
H13.6.29 

天王台 我孫子都市計画事業天
王台土地区画整理事業 

S37.2.2 
建告示第 139 号 

51   
51.01 

我孫子市 
S37-H18 

S37.9.24 
H13.12.7 

5,100 
681 

20.34 
H14.11.1 

新木駅南側 
我孫子都市計画事業新
木駅南側土地区画整理
事業 

S47.2.1 
県告示第 78 号 

55.8  
55.80 

組合 
H2-H20 

H2.6.1 
H15.12.12 

5,580 
728 

38.79 
H18.10.6 

我孫子駅北
口 

我孫子都市計画事業我
孫子駅北口土地区画整
理事業 

S50.7.1 
市公告第 21 号 

14.7  
14.72 

我孫子市 
S52-R5 

S52.11.24 
H29.1.12 

1,200 
206 

27.96 
H25.7.26 

我孫子駅前 
（南口） 

我孫子都市計画事業我
孫子駅前土地区画整理
事業 

S46.1.18 
市公告第 1 号 

14.5  
 14.55 

我孫子市 
S48-R8 

S48.12.26 
H31.3.19 

2,900 
297 

15.38 
R2.2.12 

※促進区域…青山特定土地区画整理事業の区域について、土地区画整理促進区域を定めており、当該土地区画整理事
業は完了しています。 


